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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １  売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）を含んでいない。 

２  第191期及び第195期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載していない。第192期、第193期及び第194期の潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

 

回次 第191期 第192期 第193期 第194期 第195期 

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 

売上高 (千円) 8,329,775 8,101,237 8,179,708 7,548,836 5,937,473 

経常利益又は経常損失
(△) 

(千円) △50,478 56,547 53,333 77,905 △519,849 

当期純利益又は当期純
損失(△) 

(千円) △26,970 31,459 15,410 27,966 △644,117 

包括利益 (千円) △127,361 430,315 156,060 239,767 △279,051 

純資産額 (千円) 4,212,823 4,636,973 4,790,170 4,429,546 4,150,472 

総資産額 (千円) 22,590,048 22,764,241 22,054,350 20,778,686 20,405,300 

１株当たり純資産額 (円) 126.79 141.08 144.57 147.98 138.65 

１株当たり当期純利益 
金額又は１株当たり当
期純損失金額(△) 

(円) △0.90 1.05 0.51 0.93 △21.52 

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 16.8 18.6 19.6 21.3 20.3 

自己資本利益率 (％) △0.7 0.8 0.4 0.6 △15.0 

株価収益率 (倍) △81.1 69.5 137.3 78.5 △3.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 481,428 388,753 610,417 308,124 92,427 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △120,084 △49,693 △52,597 △408,051 △127,119 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △347,991 △193,412 △414,053 54,863 △27,045 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 793,160 937,711 1,093,231 978,786 919,966 

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数) 

(人) 
121 107 105 105 102 
(707) (645) (564) (447) (70)
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(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １  売上高には消費税等を含んでいない。 

２  第191期、第193期及び第195期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期

純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載していない。第192期及び第194期の潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

 

回次 第191期 第192期 第193期 第194期 第195期 

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 

売上高 (千円) 5,563,587 5,431,157 5,064,798 4,450,019 5,075,136 

経常利益又は経常損失
(△) 

(千円) △84,634 22,695 2,396 43,520 △755,331 

当期純利益又は当期純
損失(△) 

(千円) △49,591 21,518 △18,387 13,907 △769,940 

資本金 (千円) 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 

発行済株式総数 (株) 30,000,000 30,000,000 30,000,000 30,000,000 30,000,000 

純資産額 (千円) 4,018,483 4,431,512 4,440,239 4,448,619 3,940,439 

総資産額 (千円) 21,591,087 21,757,003 20,895,398 20,279,933 19,139,378 

１株当たり純資産額 (円) 134.23 148.03 148.33 148.61 131.64 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
― ― ― ― ― 
(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益
金額又は１株当たり当
期純損失金額(△) 

(円) △1.66 0.72 △0.61 0.46 △25.72 

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 18.6 20.4 21.2 21.9 20.6 

自己資本利益率 (％) △1.2 0.5 △0.4 0.3 △18.4 

株価収益率 (倍) △44.0 101.4 △114.8 158.7 △2.8 

配当性向 (％) ― ― ― ― ― 

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数) 

(人) 
55 48 46 51 46 
(14) (15) (14) (11) (9)
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２ 【沿革】 
  

  

 

明治29年２月 資本金100万円で東京モスリン紡織株式会社を設立 

44年９月 羊毛トップ製造開始 

大正10年６月 東京キャリコ製織株式会社を合併 

12年２月 名古屋製絨工場、操業開始 

昭和11年12月 社名を大東紡織株式会社と改める 

16年６月 沼津毛織株式会社を合併 

19年３月 社名を大東工業株式会社と改める 

22年５月 社名を大東紡織株式会社と改める 

24年５月 株式を東京証券取引所に上場 

35年11月 衣料事業を開始 

36年10月 株式を名古屋証券取引所に上場 

49年２月 ㈱ペンタスポーツ(現、㈱ロッキンガムペンタ)を設立し、中軽衣料事業を開始 

55年10月 寝装製品の製造開始 

56年12月 三島市郊外にショッピングセンター「サンテラス駿東」(現「サントムーンアネックス」)を建

設し、賃貸開始 

平成２年12月 新潟分工場(羊毛ふとん製造)を分離し、新潟大東紡㈱を設立 

３年３月 寝装営業部を分離し、大東紡寝装㈱を設立 

８年７月 新防縮加工素材(Ｅウール)を開発 

８年９月 ショッピングセンター運営管理会社として、大東紡エステート㈱を設立 

９年４月 三島市郊外にショッピングセンター「サントムーン柿田川」を建設(第１期開発)し、賃貸開始 

12年８月 中国寧波市に中国杉杉集団と合弁で衣料品製造会社寧波杉杉大東服装有限公司を設立 

13年11月 上海事務所を開設 

17年９月 中国寧波市に中国杉杉集団と合弁で衣料品製造会社寧波杉京服飾有限公司(現関連会社)を設立 

18年10月 本社を日本橋箱崎町から日本橋小舟町へ移転 

19年12月 ショッピングセンター「サントムーン柿田川」の増改築(第２期開発)完了 

20年９月 ショッピングセンター「サントムーンアネックス」の改築(第３期開発)完了 

20年10月 ㈱コスモエイから婦人服企画提案型ＯＥＭ事業の一部を譲受 

22年８月 中国上海市に衣料品販売会社上海大東紡織貿易有限公司を設立 

23年２月 上海事務所を閉鎖 

23年９月 中国寧波市にアウトレットモール「杉井アウトレット広場・寧波」がグランドオープン 

24年２月 寧波杉京服飾有限公司(現関連会社)を存続会社とする吸収合併により寧波杉杉大東服装有限公

司を解散 

26年２月 当社を存続会社とする吸収合併により大東紡寝装㈱を解散 
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３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社（大東紡織㈱）、子会社４社及び関連会社２社により構成されており、アパレル製品（衣料

品、ユニフォーム）・繊維（素材）等の製造・販売を主たる業務とする繊維・アパレル事業、不動産賃貸及び商業施

設の運営・管理を主たる業務とする不動産事業並びに寝装品等の製造・販売を主たる業務とするヘルスケア事業を営

んでいる。 

なお、当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更している。詳細は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務

諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりである。 

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりである。なお、以下に示す区

分はセグメントと同一の区分である。 

(1) 繊維・アパレル事業 

衣料部門          子会社上海大東紡織貿易有限公司が購入した衣料品の一部を当社を通じて販売している。ま

た、子会社㈱ロッキンガムペンタが衣料品を販売し、関連会社寧波杉京服飾有限公司が衣料

品を製造・販売している。 

ユニフォーム部門  当社がユニフォームを販売している。 

素材部門          当社及び関連会社宝繊維工業㈱が繊維素材等を販売している。 

なお、上記衣料部門、ユニフォーム部門及び素材部門については当社グループ以外の外注加工先も利用してい

る。 

(2) 不動産事業        当社が不動産の賃貸を行っている。また、子会社大東紡エステート㈱が商業施設の運営・管

理を行っている。 

(3) ヘルスケア事業    子会社新潟大東紡㈱が製造し、当社を通じて販売している。 

なお、当社グループ以外の外注加工先も利用している。 

  

［事業系統図］  以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりである。 
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４ 【関係会社の状況】 
  

(注) １  「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載している。 

２  特定子会社に該当している。 

３  大東紡エステート㈱及び㈱ロッキンガムペンタについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除

く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えている。 

４  債務超過会社で債務超過の額は、平成27年３月末時点で2,334,861千円となっている。 

５  平成27年５月19日付の提出会社取締役会において、㈱ロッキンガムペンタの解散予定及び特別清算の方針決

定に関する決議をした。 

  

 

名称 住所 
資本金又は 
出資金 
(千円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の所有 
割合(％) 

関係内容 

(連結子会社)           

大東紡エステート㈱ 
(注)２，３ 

静岡県駿東郡清水町 30,000 不動産事業 100

当社が所有する商業施設の運営を
委託している。 
役員の兼任あり。 
設備の賃貸あり。 

㈱ロッキンガムペンタ 
(注)２，３，４，５ 

東京都中央区 10,000
繊維・アパレ
ル事業 

100

当社が販売した衣料品の一部を販
売している。 
役員の兼任あり。 
資金援助あり。 

新潟大東紡㈱ 新潟県十日町市 10,000
ヘルスケア事
業 

100

当社が販売する寝装品を製造して
いる。 
役員の兼任あり。 
資金援助あり。 
設備の賃貸あり。 

上海大東紡織貿易有限公司 中国上海市 
千米ドル

450
繊維・アパレ
ル事業 

100
当社が購入する衣料品の一部を当
社に販売している。 
役員の兼任あり。 

(持分法適用関連会社)           

寧波杉京服飾有限公司 中国寧波市 
千米ドル

7,600
繊維・アパレ
ル事業 

48 役員の兼任あり。 

 

主要な損益情報等   (単位：千円)

  大東紡エステート㈱ ㈱ロッキンガムペンタ 

① 売上高 2,107,358 649,399 

② 経常損益(△は損失) 39,280 △618,198 

③ 当期純損益(△は損失) 24,973 △773,029 

④ 純資産額 154,862 △2,334,861 

⑤ 総資産額 2,304,879 693,691 
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５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成27年３月31日現在 

(注) １  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（  ）外数で記載している。 

２  全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属して

いるものである。 

３ 臨時雇用者数が前連結会計年度に比べ377名減少しているが、これは主に繊維・アパレル事業で寧波杉京

服飾有限公司を連結子会社から持分法適用関連会社へ区分変更を行ったことによるものである。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成27年３月31日現在 

  

(注) １  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（  ）外数で記載している。 

２  平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

３  全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない当社の管理部門に所

属しているものである。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループのうち、当社の労働組合は、全国繊維化学食品流通サービス一般労働組合同盟（ＵＡゼンセン）に

加盟している。 

なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はない。 

  

 

セグメントの名称 従業員数(人) 

繊維・アパレル事業 23   (64) 

不動産事業 27   (―) 

ヘルスケア事業 31   ( 4) 

  報告セグメント計 81   (68) 

全社(共通) 21   ( 2) 

合計 102   (70) 
 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

46   (9) 43.4 14.8 5,112 
 

セグメントの名称 従業員数(人) 

繊維・アパレル事業 17   ( 6) 

不動産事業 2   (―) 

ヘルスケア事業 6   ( 1) 

  報告セグメント計 25   ( 7) 

全社(共通) 21   ( 2) 

合計 46   ( 9) 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期におけるわが国経済は、引き続き緩やかな回復基調が続いた。先進国において海外経済が緩やかに回復して

いることから、輸出に持ち直しの動きが見られた。円安基調が続き、一部輸入関連業界ではコスト負担が重かった

ものの、原油価格下落の影響や各種政策効果もあって、企業収益は概ね改善の動きが見られた。また、個人消費

も、一部で消費増税の影響が残ったものの、雇用・所得環境の着実な改善を背景に全体としては底堅い動きとなっ

た。 

繊維・アパレル業界においては、年間を通じて天候不順の影響を受けることが多かったことに加え、消費税率引

き上げに伴う影響も色濃く残る展開となり、急激な円安による輸入価格の高騰も加わって全体的には厳しい環境が

続いた。 

ショッピングセンター業界においては、４月の消費増税前の駆け込み需要の反動減の長期化やセールの不振など

ファッション関係の動きの鈍さが足を引っ張り、年央以降回復の兆しはあるものの、年間を通してはやや厳しい展

開であった。 

ヘルスケア業界においては、健康ブームの高まりから底堅い需要はあったものの、消費税率引き上げの影響や夏

場の天候不順の影響もあり、全体としては伸び悩んだ。 

このような状況の中で、当社グループは前期（第194期）から「中期経営計画 Beyond 120th～120周年を超えて

未来へ～」をスタートさせ、収益力増強のための「成長戦略」と繊維事業の安定的黒字を確保するための「安定化

戦略」への取り組みを進めてきた。 

繊維・アパレル事業については、消費増税後の消費者マインド低下の影響が長引いたことに加え、紳士服販売子

会社において今年度から就職活動開始時期がずれ込んだことなどから春夏物スーツへの入替が進まなかったこと、

ＯＤＭ布帛事業において円安による価格競争激化の影響から大幅な減収を余儀なくされたこと、さらに期末にかけ

ての市況が前期比一段と落ち込んだこと、加えて、中国合弁会社を連結の範囲から除外した影響により、売上高は

前年同期を大幅に下回る結果となった。 

不動産事業については、静岡県下有数の商業施設である「サントムーン柿田川」において、天候不順の影響と消

費税率引き上げに伴う影響が一部に残ったものの、順調な集客効果などにより、売上高は前年同期並みを確保し

た。 

ヘルスケア事業については、健康素材分野で当社技術を背景としたＥウール関連商品や健康医療関連機器が順調

であったものの、一般寝装品部門で天候不順の影響により夏物寝具が振るわなかったことや当初想定よりも消費増

税の影響が大きかったことなどから売上高は前年同期を下回った。 

この結果、当期の業績は、売上高59億37百万円（前期比21.3％減）と減収となった。また、損益面では売上高減

少や円安に伴う粗利率の悪化に加えて、繊維・アパレル事業の構造改革諸施策により紳士服販売事業とＯＤＭ布帛

事業から撤退することを決定したことに伴い引当金などの積み増しを実施したことから、営業損失２億32百万円

（前期は営業利益３億77百万円）、経常損失５億19百万円（前期は経常利益77百万円）となった。さらに、繊維・

アパレル事業の構造改革に伴う特別損失95百万円を計上し、これに、法人税等の税金負担額を考慮した結果、当期

純損失は６億44百万円（前期は当期純利益27百万円）となった。 

  

セグメントの業績は、次のとおりである。 

なお、当連結会計年度より報告セグメントを変更している。これは、平成26年２月に大東紡寝装株式会社を吸収

合併のうえ新たにヘルスケア事業本部を設立したことから、報告セグメントとしてヘルスケア事業セグメントを新

設したことによるものであり、当連結会計年度の比較・分析は、変更後の区分に基づいている。 

  

（繊維・アパレル事業） 

衣料部門については、メンズ衣料はスリム化事業に位置付けたメンズスーツ事業において、中国合弁会社を連結

の範囲から除外したことおよび紳士服販売子会社において消費税率引き上げ前の駆け込み需要に対応して前期に納

品を前倒ししたことによる反動や消費増税に伴う売上減、就職活動開始時期のずれ込みによる春夏物スーツへの入

替が進まず、加えて市況の一段の悪化などから、売上高が前期を大幅に下回った。レディス衣料はニットで前期を

上回ったものの、前下期に撤退した一部大口先の減少や円安に伴う競争激化により布帛の売上が落ち込んだ結果、

売上高は前期を下回った。 
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ユニフォーム部門については、官公庁向けユニフォーム生地の販売が前期に前倒しとなった反動の影響があった

ものの、官公庁向けユニフォームの年末納品や期末納品が順調であったことから、売上高が前期を上回った。 

この結果、繊維・アパレル事業の売上高は27億27百万円(前期比36.2％減)となり、販売管理費の削減を行ったも

のの、売上高減少の影響や円安の影響による粗利率の悪化および構造改革に伴う引当金などの積み増しにより、営

業損失７億11百万円（前期は営業損失１億45百万円）となった。 

（不動産事業） 

不動産事業については、静岡県下有数の商業施設である「サントムーン柿田川」において消費税率引き上げに伴

う駆け込み需要の反動減の影響や台風などの天候不順の影響を受けたものの、春先のパソコンの買い替え需要や夏

場および年末年始商戦での各種イベントによる集客効果により、売上高は前期並みを確保した。 

この結果、不動産事業の売上高は23億98百万円（前期比0.4％増）と前年同期並みを確保したものの、一部テナ

ント入替工事の経費負担があったため、営業利益は８億93百万円（前期比2.4％減）と前期を下回った。 

（ヘルスケア事業） 

健康ビジネス部門については、健康素材分野で当社技術を背景としたＥウール関連商品や健康医療関連機器が順

調に推移したものの、高額の遠赤外線商品などに消費増税の影響が残ったことから、売上高は前期を下回った。 

一般寝装品部門については、業務用寝装品の受注減や天候不順による夏物一般寝具の販売不振により、売上高は

前期を下回った。 

この結果、ヘルスケア事業の売上高は８億11百万円（前期比8.4％減）と前年同期を下回ったものの、秋冬シー

ズン以降の採算がアップし粗利率が前期を上回ったことから、営業利益は35百万円（前期比23.0％増）と前期を上

回った。 

(注) １  上記のセグメントの業績に記載している営業利益は、セグメント間の内部取引を含んだ金額を記載して

いる。 

２  当社の消費税等に係る会計処理は、税抜方式によっているため、「１  業績等の概要」に記載した金額

には、消費税等は含まれていない。 

３  記載している見通し等将来についての事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであり、予

想しえない経済環境の変化等様々な要因があるため、その結果について当社グループが保証するもので

はない。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当期末における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローで92百万円のプラス（前期比70.0％

減）、投資活動によるキャッシュ・フローで１億27百万円のマイナス（前期は４億８百万円のマイナス）、財務活

動によるキャッシュ・フローで27百万円のマイナス（前期は54百万円のプラス）となった。 

これらの各活動に加え、為替相場の変動による現金及び現金同等物に係る換算差額２百万円のプラスを反映した

結果、現金及び現金同等物の残高は９億19百万円（前期比6.0％減）となり、前期末に比べ58百万円減少した。 

当期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、92百万円のプラス（前期比70.0％減）となった。主な要因は、税金等調

整前当期純損失６億15百万円、減価償却費４億43百万円、返品調整引当金の増加２億31百万円である。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、１億27百万円のマイナス（前期は４億８百万円のマイナス）となった。

主な要因は、有形及び無形固定資産の取得による支出１億25百万円である。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、27百万円のマイナス（前期は54百万円のプラス）となった。主な要因

は、長期借入れによる収入18億76百万円、長期借入金の返済による支出17億76百万円、社債の発行による収入３億

円、社債の償還による支出４億円、リース債務の返済による支出26百万円である。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その形態、単位等は必ずし

も一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品もあり、セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは

数量で示すことはしていない。 

このため生産、受注及び販売の状況については、「１  業績等の概要」におけるセグメントの業績に関連付けて示

している。 

  

３ 【対処すべき課題】 

(1) 今後のわが国経済の動向については、引き続き緩やかな回復基調が続くと思われる。政府による経済対策の効果

に加え、円安による輸出環境の改善が続き、景気は徐々に回復することを期待できる状況である。ただし、円安傾

向や消費増税による消費回復の遅れが長期化する場合は、輸入関連業態や川下の小売関連業態で引き続き下押しリ

スクに注意が必要な環境である。 

当社グループは、平成22年３月期（第190期）において、紳士服販売子会社の不振が損益面に強く影響を与えたこ

となどにより、連続して営業損失および当期純損失を計上するとともに、「サントムーン柿田川」の第２期開発お

よび第３期開発資金や紳士服販売子会社の赤字運転資金などの負担から、有利子負債額が高水準となっていた。当

該状況の改善は進めているものの、その解消には至っておらず、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような

状況が存在している。 

この状況に対処すべく、平成23年３月期（第191期）からの３年間にわたり「中期経営計画２０１０～ＫＡＩＫＡ

ＫＵ～」に基づき「事業構造の改革」と「コスト構造の改革」を柱とする諸施策への取り組みを進めた結果、ほぼ

計画通り諸施策を実現し、損益面でも２期連続で最終黒字を計上するとともに、財務面では「有利子負債の圧縮」

について中期経営計画を上回る圧縮を行うなど、損益面・財務面での改善を行った。 

平成26年３月期（第194期）には、従来の構造改革路線から成長路線へ踏み出すことを基本的な考え方とした「中

期経営計画 Beyond 120th～120周年を超えて未来へ～」をスタートさせ、不動産事業とヘルスケア事業などへの取

り組みを柱とした成長戦略と生産管理型ＯＥＭ事業などの基盤事業を中心とした安定化戦略に取り組み、３期連続

の最終黒字を確保した。 

しかしながら、「１．業績等の概要」に記載のとおり、当期（第195期）は消費増税後の市況回復が遅れたことや

円安の進展による輸入コスト上昇などを背景に、スリム化事業に位置付けたメンズスーツ事業および強化事業とし

て取り組んできた素材・デザイン提案型ＯＥＭ事業において、急激に採算が悪化したことを主因に通期業績予想を

修正するに至った。その後、より一層の採算性の改善に取り組むべくメンズスーツ事業の人員削減や輸入コスト上

昇分の価格転嫁に鋭意努めてきたものの、輸入コストの販売価格への転嫁が進まず、市況の改善も見込み難いた

め、これ以上の赤字の長期化を回避すべく、抜本的な繊維・アパレル事業の構造改革に取り組むこととした。この

構造改革諸施策を確実に実施することで繊維・アパレル事業損益を改善するとともに、成長戦略への継続取り組み

などにより、平成28年３月期（第196期）には当期純利益の黒字化を図る計画である。 

具体的には、当社グループとして以下の項目に重点的に取り組んでいく所存である。 

対処すべき課題の一つ目は、「繊維・アパレル事業の構造改革」の実施である。 

そのため、中期経営計画を一部見直し、紳士服販売子会社の解散および特別清算の実施、素材・デザイン提案型

ＯＥＭ事業からの撤退を柱に人件費を含む販売管理費の削減に取り組む。また、為替リスクに晒される海外生産関

連品の仕入を圧縮し、為替リスクをコントロールできる体制に変更する。さらに、繊維・アパレル事業において

は、少数精鋭で小回りが利く当社の強みを活かして、同事業の中でもプロフェッショナリティの高い専門分野であ

るユニフォーム事業・生産管理型ＯＥＭ事業・ニット企画提案事業に人材を集中し、専門家集団として顧客に信頼

され付加価値の高い営業を徹底する。こうした繊維・アパレル事業の構造改革の実施により、赤字体質から脱却し

安定的に黒字を確保できる体制を再構築する方針である。 

対処すべき課題の二つ目は、「成長戦略」への取り組みにより収益力の増強を目指すことである。 

そのため、不動産事業のうち静岡県下有数の商業施設である「サントムーン柿田川」を中心とする商業施設事業

で培ったノウハウを活かしてプロパティマネジメント業務の新たな展開を図ることで不動産事業を「主力事業」に

育成する。また「強化事業」として、繊維・アパレル事業のうち従来注力してきた提案型ＯＥＭ事業の中からニッ

ト企画提案型ＯＥＭ事業、さらに当社が販売基盤を持ち、かつ市場の拡大が見込まれる健康医療関連事業および中

国関連事業に経営資源をシフトし取組みを強化する方針である。 
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対処すべき課題の三つ目は、「安定化戦略」に基づき、繊維・アパレル事業の安定的黒字化を目指すことであ

る。 

そのため、繊維・アパレル事業のうちユニフォーム事業、生産管理型ＯＥＭ事業および一般寝装品事業の３つの

事業を「基盤事業」に位置付け、安定的な受注の獲得に注力し確実に収益を確保する方針である。 

以上三つの課題に掲げた諸施策を推進することで、当社グループの損益構造の基盤を固めるとともに、繊維・ア

パレル事業部門における連結営業損益の早期黒字化を図る。併せて、平成28年３月期（第196期）においては、最終

黒字を確保するとともに余剰営業資金により引き続き「有利子負債の圧縮」を進める計画である。 

対処すべき課題の四つ目は、「リスク管理の強化」である。特に、内部管理強化委員会を軸にトラブルクレーム

の撲滅に努めるとともに、与信・為替リスクマネージメントの向上に取り組む。 

対処すべき課題の五つ目は、「プロ人材の育成・活用」である。高度なスキルを有する人材の育成を進めるとと

もに、社内外のプロ人材の力量を発揮できるステージを用意し、最大限活用する。 

また、取締役会の監督機能の強化と業務執行責任の明確化を図るとともに、当社グループの将来を担う若手経営

者候補を育成する観点から、平成25年７月に執行役員制度を導入し、経営体制の強化に努めている。 

以上により、当社グループは、「中期経営計画 Beyond 120th～120周年を超えて未来へ～」を遂行し、永続的な

事業基盤を構築するとともに、120周年を超えて未来を託せる人材育成に取り組み、当社グループ社員の総力を結集

して新たなステージでの成長に取り組む所存である。 

  
(2) 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

① 基本方針の内容の概要 

当社は、公開会社である当社の株券等については、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、

当社の株券等に対する大量買付行為（下記③ロで定義される。以下同じである。）があった場合、これに応じる

か否かの判断は、最終的には当社の株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えている。 

しかしながら、近時わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的に大量買

付行為を強行する動きが見受けられる。こうした大量買付行為の中には、対象会社の企業価値および会社の利益

ひいては株主共同の利益に資さないものも想定される。 

当社としては、このような当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益の向上に資さない大量買

付行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者としては不適切であると考えており、この

ような者が現れた場合には、必要かつ相当な対抗手段を講じることが必要であると考えている。 

② 基本方針の実現に資する特別な取組みの内容の概要 

当社取締役会は、下記の取組みは、下記イ記載の当社の企業価値の源泉を十分に理解した上で策定されてお

り、当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を中長期的に向上するべく十分に検討されたもので

あることから、上記の基本方針に沿うものであり、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、また当社役員

の地位の維持を目的とするものでもないと考えている。 

イ．当社の企業価値の源泉について 

当社は、日本で最初の毛織会社として、三井家始め東京の財界有力者による出資を得て明治29年（1896年）

２月に設立された。爾来、明治から昭和初期にかけて日本経済成長の牽引車となった繊維業界の主要企業の一

つとして、経済・社会の発展に永年に渡り貢献してきた。毛織物の一貫生産体制を早くに確立したことから、

官需・民需ユニフォーム事業にも強みを発揮し、警察・消防ほか諸官庁向け制服や前回の東京オリンピック関

連ユニフォームなど数々の実績を挙げた。また、昭和40年代には、紳士スーツの量産体制を整え、米国有力ブ

ランドとも提携するなど、アパレル業界の発展にも広く関わってきた。さらに、平成に入り、中国の有力企業

集団である杉杉集団と合弁で紳士スーツ製造工場を設立するなど中国での繊維事業に進出し、また、平成20年

にはニット事業に強みを有した株式会社コスモエイの提案型ＯＥＭ事業を譲り受け、新たにニット企画営業に

も乗り出した。特に、今後の繊維アパレル事業を支えていくことを期待している事業である「ユニフォーム事

業」「生産管理型ＯＥＭ事業」「ニット企画営業」は、こうした歴史の中で育んできた事業群である。なお、

その後の国内繊維産業の低迷を背景に、平成14年に当社最大の国内紡績工場であった鈴鹿工場を閉鎖するな

ど、必要に応じて、リストラ策についても断行してきた。 

一方、国内繊維産業の低迷が長引く中、静岡県駿東郡において当社の三島工場跡地を利用した地域密着型の

大型商業施設「サントムーン柿田川」の開発に乗り出し、現在では、商業施設事業を当社の収益の源泉たる主

力事業となるまでに育成してきている。 
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また、昭和55年に鈴鹿工場内で寝具製造事業をスタートさせ、平成２年から平成３年にかけて寝装品販売子

会社設立、新潟県十日町市に寝装品製造子会社設立など新しい事業展開に取り組み、製版一体事業として長年

にわたり取り組んできた。その後、平成26年には、高齢化社会の到来を睨み、寝装事業をさらに発展させ、今

後の成長が期待できる「健康素材・健康医療機器・健康食品」の３分野を中心としたヘルスケア事業本部を新

設している。 

当社は、現在「中期経営計画 Beyond 120th～120周年を超えて未来へ～」に基づく経営戦略を進めるととも

に、事業環境の変化に即応して繊維・アパレル事業の構造改革を断行するなど、約120年の歴史に裏打ちされた

実績および将来に向けた新たな視点に基づき、長期持続的かつ安定的な成長を目指していく所存である。 

「中期経営計画 Beyond 120th～120周年を超えて未来へ～」では、まず当社グループの収益力増強を目指す

ことを柱にした成長戦略として、収益の柱である商業施設事業を「主力事業」に育成するとともに、今後とも

拡大が期待できる事業としてヘルスケア事業、ニット企画提案型ＯＥＭ事業、中国事業の３つの事業を現時点

で「強化事業」に選定し、取り組みを強化する方針としている。 

また、安定化戦略として、ユニフォーム事業、生産管理型ＯＥＭ事業および一般寝装品事業の３つの事業を

「基盤事業」に位置付け、安定的な受注の獲得に注力し確実に収益を確保する方針としている。 

さらに、平成27年３月期の繊維・アパレル事業の業績不振に対する対策として構造改革を実施することと

し、中期経営計画でスリム化事業に位置付けていたメンズスーツ事業からの撤退などの諸施策により、繊維・

アパレル事業の赤字体質から抜本的に脱却する方針である。 

以上により、当社グループは、永続的な事業基盤を構築するとともに、120周年を超えて未来を託せる人材育

成に取り組み、当社グループ社員の総力を結集して新たなステージでの成長に取り組んでいく所存である。 

こうした歴史と実績をもとに、長年にわたり信頼関係を構築したお取引様各位と経験豊かで専門的技量を有

する当社グループ社員一同が一丸となって当社の事業を育んでいくことが当社の企業価値の源泉であり、これ

ら企業価値の源泉を理解し運営することにより、会社の利益ひいては株主の皆様共同の利益を継続的かつ持続

的に確保、向上していくことが可能になると考えている。 

ロ．コーポレート・ガバナンスの状況について 

コーポレート・ガバナンスに関する取組みについては、下記「第４ ６ コーポレート・ガバナンスの状況

等」に記載している。 

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組みの具体的な内容の概要 

イ．企業価値の向上および会社の利益ひいては株主共同の利益の実現 

当社は、大量買付行為が行われた場合、当該大量買付行為が当社の企業価値の向上および会社の利益ひいて

は株主共同の利益の実現に資するものであるか否か、株主の皆様に適切にご判断いただき、当社株券等の大量

買付行為に関する提案に応じるか否かを決定していただくためには、大量買付者（下記ロで定義される。以下

同じ。）および当社取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提供され、検討のための十分な期間が確保され

ることが不可欠であると考えている。また、当社取締役会は、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主

共同の利益の確保または向上の観点から大量買付行為の条件・方法を変更・改善させる必要があると判断する

場合には、大量買付行為の条件・方法について、大量買付者と交渉するとともに、株主の皆様に対して代替案

の提案等を行う必要もあると考えているので、そのために必要な時間も十分に確保されるべきである。 

当社は、このような考え方にたち、平成27年５月19日開催の取締役会において、当社株券等の大量買付行為

への対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」という。）の導入を決定し、平成27年６月25日開催の当社第195

回定時株主総会にて、本プランの導入は株主の皆様により承認、可決された。本プランは、大量買付者に対

し、本プランの遵守を求めるとともに、大量買付者が本プランを遵守しない場合、並びに大量買付行為が当社

の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害するものであると判断される場合の対抗措置

を定めている。 

ロ．本プランの対象となる行為 

本プランの対象となる行為は、概ね、当社の株券等の20％以上の買付けその他の有償の譲受けまたはこれら

に類似する行為（以下「大量買付行為」という。）であり、本プランは大量買付行為が行われる場合に、大量

買付行為を行い又は行おうとする者（以下「大量買付者」という。）に対し、事前に株主の皆様及び当社取締

役会による当該大量買付行為の内容の検討に必要な情報の提供を求め、かつ、株主の皆様及び当社取締役会に

よる大量買付行為についての情報の収集及び検討のために必要な一定の期間を確保したうえで、必要に応じ

て、大量買付者との間で大量買付行為に関する条件・方法について交渉し、また、当社取締役会として、株主

の皆様に代替案を提示するなどの対応を行うための手続きを定めている。 
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ハ．対抗措置の概要 

本プランは、大量買付者が大量買付行為を行うに当たり、所定の手続きに従うことを要請するとともに、か

かる手続きに従わない場合や、かかる手続きに従った場合であっても当該大量買付行為が当社の企業価値およ

び会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害するものであると判断される場合には、かかる大量買付行為

に対する対抗措置として、原則として新株予約権を株主の皆様に無償で割り当てるものである。 

本プランに従って割り当てられる新株予約権（以下「本新株予約権」という。）には、①大量買付者及びそ

の関係者による行使を禁止する行使条件や、②当社が本新株予約権の取得と引換えに大量買付者及びその関係

者以外の株主の皆様に当社株式を交付する取得条項等を付すことが予定されている。 

本新株予約権の無償割当てが実施された場合、かかる行使条件や取得条項により、当該大量買付者及びその

関係者の有する議決権の当社の総議決権に占める割合は、大幅に希釈化される可能性がある。 

ニ．独立委員会の設置 

本プランに定めるルールに従って一連の手続が遂行されたか否か、並びに、本プランに定めるルールが遵守

された場合に当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を確保しまたは向上させるために必要

かつ相当と考えられる一定の対抗措置を講じるか否かについては、当社取締役会が最終的な判断を行うが、そ

の判断の合理性および公正性を担保するために、当社は、当社取締役会から独立した組織として、独立委員会

を設置している。独立委員会の委員は、３名以上５名以下とし、社外取締役、社外監査役、弁護士、税理士、

公認会計士、学識経験者、投資銀行業務に精通している者および他社の取締役または執行役として経験のある

社外者等の中から当社取締役会が選任するものとする。 

ホ．情報開示 

当社は、本プランに基づく手続きを進めるに当たって、大量買付行為があった事実、大量買付者から大量買

付行為の内容の検討に必要な情報が提供された事実、独立委員会の判断の概要、対抗措置の発動・不発動の決

定の概要、対抗措置の発動に関する事項その他の事項について、適時かつ適切に株主の皆様に情報開示を行

う。 

④ 本プランの合理性（本プランが基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地

位の維持を目的とするものではないことおよびその理由） 

当社取締役会は、以下の理由により、本プランが、上記①の基本方針に沿うものであり、当社株主の共同の

利益を損なうものではなく、また当社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えている。 

イ．買収防衛策に関する指針の要件等を完全に充足していること 

ロ．企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益の確保または向上を目的として導入されていること 

ハ．株主意思を重視するものであること 

ニ．独立性の高い社外者の判断を重視していること 

ホ．合理的な客観的要件を設定していること 

ヘ．独立した地位にある第三者専門家の助言を取得できること 

ト．デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと 

  
なお、買収防衛策の詳細については、当社のホームページ（http://www.daitobo.co.jp/）を参照。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがある。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものである。 

(1) 特定収益事業の特定地域集中について 

当社グループの主力収益事業である不動産事業のショッピングセンター等の商業施設が静岡県駿東郡清水町(三

島地区)に集中している。 

現在、予想されている東海地震が発生した場合には、当社グループの業績等が悪影響を受ける可能性がある。 
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(2) 固定資産の賃貸契約について 

当社グループの主力収益事業である不動産事業においては、ショッピングセンター等の商業施設に関して賃貸借

契約を締結している。今後、諸般の事情により契約が解除された場合には、当社グループの業績等が悪影響を受け

る可能性がある。 

  

(3) 有利子負債について 

当社グループにおいては、商業施設「サントムーン柿田川」第２期および第３期開発の実施等により当期末の有

利子負債残高は92億50百万円である。今後、市場の金利が上昇した場合には、当社グループの業績等が悪影響を受

ける可能性がある。 

  

(4) 重要事象等について 

  

  

当社グループは、平成22年３月期（第190期）において、紳士服販売子会社の不振が損益面に強く影響を与えた

ことなどにより、連続して営業損失および当期純損失を計上するとともに、「サントムーン柿田川」第２期および

第３期開発資金および紳士服販売子会社の赤字運転資金などの負担から、有利子負債額が高水準となっていた。当

該状況の改善を進めているものの、その解消には至っておらず、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような

状況が存在している。 

ただし、「３  対処すべき課題」および「７  財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 

(5) 」に記載のとおり、当該状況を解消し改善するための施策を講じていることから、継続企業の前提に関する重

要な不確実性は認められないと判断している。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

固定資産の賃貸借契約 

平成９年４月に完成・オープンしている三島市郊外のショッピングセンター「サントムーン柿田川」に関して、

㈱エンチョーとの間に「土地建物賃貸借契約書」を締結している。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項なし。 

  

 

回次 第192期 第193期 第194期 第195期 

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 

売上高 (千円) 8,101,237 8,179,708 7,548,836 5,937,473 

営業損益(△は損失) (千円) 388,885 373,444 377,283 △232,610 

当期純損益(△は損失) (千円) 31,459 15,410 27,966 △644,117 

総資産額 (千円) 22,764,241 22,054,350 20,778,686 20,405,300 

有利子負債額 (千円) 10,291,130 9,723,042 9,324,225 9,250,506 
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり、予想しえ

ない経済環境の変化等様々な要因があるため、その結果について当社グループが保証するものではない。 

(1) 重要な会計方針及び会計上の見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

いる。この連結財務諸表の作成に当たって、経営者による会計方針の選択・適用、決算日における財政状態及び経

営成績に影響を与えるような経営者の会計上の見積りを必要とする。 

当社は、会計上の見積りについて、過去の実績、現在の状況等を勘案し合理的かつ慎重に判断している。しかし

ながら、実際の結果は、見積り特有の不確実性のため、これら会計上の見積りと異なる場合がある。また、連結財

務諸表の作成に当たり採用する重要な会計方針は、「第５  経理の状況  １  連結財務諸表等  連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項」に記載しているが、特に以下の事項は経営者による会計上の見積りの判断が財政

状態及び経営成績に重要な影響を及ぼすと考えている。 

①  貸倒引当金 

当社グループは、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。なお、取引先の財政状

態が予測を大幅に超えて悪化し、その支払能力が著しく低下した場合には、追加引当が必要となる可能性があ

る。 

②  投資の減損 

当社グループは、長期的な取引関係維持等のために特定の顧客及び金融機関に対する株式を所有しており、投

資価値の下落が一時的ではないと判断した場合、投資の減損を計上している。将来の市況悪化や投資先の業績不

振により、現在の簿価に反映されていない損失または簿価の回収不能が発生した場合には、評価損の計上が必要

となる可能性がある。 

  

(2) 財政状態の分析 

①  資産 

当期末における総資産の残高は204億５百万円（前期末は207億78百万円）となり、前期末に比べ３億73百万円

減少した。主な要因は、受取手形及び売掛金の減少１億37百万円、有形固定資産の減少３億13百万円、関係会社

出資金の増加61百万円である。 

②  負債 

当期末における負債の残高は162億54百万円（前期末は163億49百万円）となり、前期末に比べ94百万円減少し

た。主な要因は、短期借入金の増加７億78百万円、１年内償還予定の社債の減少３億円、返品調整引当金の増加

２億31百万円、社債の増加２億円、長期借入金の減少６億78百万円、再評価に係る繰延税金負債の減少２億41百

万円である。 

③  純資産 

当期末における純資産の残高は41億50百万円（前期末は44億29百万円）となり、前期末に比べ２億79百万円減

少した。主な要因は、利益剰余金の減少６億44百万円、土地再評価差額金の増加２億41百万円、為替換算調整勘

定の増加64百万円である。 

  

(3) 経営成績の分析 

①  売上高 

当期における売上高は、59億37百万円となり、16億11百万円（前期比21.3％減）減少した。主な要因は、不動

産事業ならびにＥウール関連商品および健康医療関連機器が順調であったものの、消費増税後の消費者マインド

低下の影響が長引いたことに加え、紳士服販売子会社において今年度から就職活動開始時期がずれ込んだことな

どから春夏物スーツへの入替が進まなかったこと、ＯＤＭ布帛事業において円安による価格競争激化の影響から

大幅な減収を余儀なくされたこと、さらに期末にかけての市況が前期比一段と落ち込んだこと、加えて、中国合

弁会社を連結の範囲から除外したことによるものである。 
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②  売上原価、販売費及び一般管理費 

当期における売上原価は、46億61百万円となり、９億48百万円（前期比16.9％減）減少したものの、売上高に

対する比率は、前期74.3％から当期78.5％と4.2ポイント悪化した。販売費及び一般管理費は、15億８百万円と

なり、52百万円（前期比3.4％減）減少した。主な要因は、売上原価は円安により輸入コストが増加したこと、

紳士服販売事業とＯＤＭ布帛事業から撤退することを決定したため引当金などの積み増しを実施したことによる

ものである。また、販売費及び一般管理費は売上高減少により、変動費が減少したことによるものである。 

③  営業損益 

当期における営業損益は、２億32百万円の営業損失となり、６億９百万円（前期は営業利益３億77百万円）減

少した。これは、売上高減少及び売上原価率の悪化に伴い売上総利益が減少したことによるものである。 

④  営業外損益 

当期における営業外収益は、19百万円となり、15百万円（前期比44.4％減）減少した。営業外費用は、３億７

百万円となり、28百万円（前期比8.4％減）減少した。この結果、営業外損益の純額は２億87百万円のマイナス

となり、前期に比べ12百万円改善した。主な要因は、有利子負債額の圧縮により支払利息が減少したことによる

ものである。 

⑤  税金等調整前当期純損益 

当期における税金等調整前当期純損益は、税金等調整前当期純損失６億15百万円となり、６億79百万円（前期

は税金等調整前当期純利益64百万円）減少した。これは、営業外損益が12百万円改善したものの、営業損益が６

億９百万円減少したこと及び繊維・アパレル事業の構造改革に伴う特別損失95百万円を計上したことによるもの

である。 

⑥  当期純損益 

当期における当期純損益は、当期純損失６億44百万円となり、６億72百万円（前期は当期純利益27百万円）減

少した。これは、上記のとおり税金等調整前当期純損益が６億79百万円減少したことによるものである。 

  

(4) 資金に係る情報 

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、92百万円のプラス（前期比70.0％減）となった。主な内容は、税

金等調整前当期純損失６億15百万円、減価償却費４億43百万円、返品調整引当金の増加２億31百万円によるもので

ある。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、１億27百万円のマイナス（前期は４億８百万円のマイナス）となった。

主な内容は、有形及び無形固定資産の取得による支出１億25百万円によるものである。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、27百万円のマイナス（前期は54百万円のプラス）となった。主な内容

は、長期借入れによる収入18億76百万円、長期借入金の返済による支出17億76百万円、社債の発行による収入３億

円、社債の償還による支出４億円、リース債務の返済による支出26百万円によるものである。 

これらの各活動に加え、為替相場の変動による現金及び現金同等物に係る換算差額２百万円のプラスを反映した

結果、現金及び現金同等物の残高は９億19百万円（前期比6.0％減）となり、前期末に比べ58百万円減少した。 

  

(5) 事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び解消、改善するための対応策 

当社グループは、「４ 事業等のリスク (4) 重要事象等について」に記載のとおり、継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような状況が存在している。 

この状況に対処すべく、当社グループは、平成23年３月期（第191期）からの３年間にわたり「中期経営計画２

０１０～ＫＡＩＫＡＫＵ～」に基づき「事業構造の改革」と「コスト構造の改革」を柱とする諸施策への取り組み

を進めた結果、ほぼ計画通り諸施策を実現し、損益面でも２期連続で最終黒字を計上するとともに、財務面では

「有利子負債の圧縮」について中期経営計画を上回る圧縮を行うなど、損益面・財務面での改善を行った。 

平成26年３月期（第194期）には、従来の構造改革路線から成長路線へ踏み出すことを基本的な考え方とした

「中期経営計画 Beyond 120th～120周年を超えて未来へ～」をスタートさせ、不動産事業とヘルスケア事業などへ

の取り組みを柱とした成長戦略と生産管理型ＯＥＭ事業などの基盤事業を中心とした安定化戦略に取り組み、３期

連続の最終黒字を確保した。 
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しかしながら、「１．業績等の概要」に記載のとおり、当期（第195期）は消費増税後の市況回復が遅れたこと

や円安の進展による輸入コスト上昇などを背景に、スリム化事業に位置付けたメンズスーツ事業および強化事業と

して取り組んできた素材・デザイン提案型ＯＥＭ事業において、急激に採算が悪化したことを主因に通期業績予想

を修正するに至った。その後、より一層の採算性の改善に取り組むべくメンズスーツ事業の人員削減や輸入コスト

上昇分の価格転嫁に鋭意努めてきたものの、輸入コストの販売価格への転嫁が進まず、市況の改善も見込み難いた

め、これ以上の赤字の長期化を回避すべく、抜本的な繊維・アパレル事業の構造改革に取り組むこととした。この

構造改革諸施策を確実に実施することで繊維・アパレル事業損益を改善するとともに、成長戦略への継続取り組み

などにより、平成28年３月期（第196期）には当期純利益の黒字化を図る計画である。 

具体的には、収益力増強のための「成長戦略」の一つとして、不動産事業を「主力事業」に育成する方針の下、

静岡県下有数の商業施設である「サントムーン柿田川」の運営で培ったノウハウを活かし、商業施設におけるプロ

パティマネジメント業務の新たな展開への取り組みを進めている。また、もうひとつの「成長戦略」として、当社

グループ事業から選択した「強化事業」への取組強化を進める方針の下、繊維・アパレル事業のうち従来注力して

きた提案型ＯＥＭ事業の中からニット企画提案型ＯＥＭ事業、さらに当社が販売基盤を持ち、かつ市場の拡大が見

込まれる健康医療関連事業および中国関連事業に経営資源をシフトし取組みを強化していく。 

また、繊維・アパレル事業の安定的黒字を確保するための「安定化戦略」として、繊維・アパレル事業のうちユ

ニフォーム事業、生産管理型ＯＥＭ事業および一般寝装品事業の３つの事業を「基盤事業」に位置付け、安定的な

受注の獲得に注力し確実に収益を確保していく。 

当社グループとしては、引き続き「中期経営計画 Beyond 120th～120周年を超えて未来へ～」を推進すること

で、平成28年３月期（第196期）においても損益面・財務面の改善を進め、計画通り連結当期純利益を確保すると

ともに、引き続き余剰営業資金により「有利子負債の圧縮」を図る計画であり、継続企業の前提に関する重要な不

確実性は認められないと判断している。 
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第３ 【設備の状況】 

  

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループは、継続的な事業構造の強化等を目的に設備投資を実施している。当期における設備投資の総額は、

138百万円である。セグメント別には、不動産事業が119百万円、ヘルスケア事業が５百万円及び全社が13百万円であ

る。 

不動産事業については、主に、商業施設「サントムーン柿田川」の設備投資を実施している。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりである。 

提出会社 

(平成27年３月31日現在) 

(注) １  帳簿価額のうち「その他」は工具、器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでいない。 

    なお、金額には消費税等を含めていない。 

２  サントムーン柿田川等は、すべて提出会社が大東紡エステート㈱及び㈱エンチョー等へ賃貸している。

なお、サントムーン柿田川等の従業員数は、大東紡エステート㈱に係るものである。 

３  上記の他、主要な賃借設備として、以下のものがある。 

提出会社 
(平成27年３月31日現在) 

４  従業員数の(  )は、臨時雇用者数を外書している。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項なし。 

  

 

事業所名 
(所在地) 

セグメントの名称 設備の内容 

帳簿価額 
従業 
員数 
(人) 

建物及び 
構築物 
(千円) 

機械装置 
及び運搬具
(千円) 

土地 
(千円) 

(面積㎡) 

リース資産
(千円) 

その他 
(千円) 

合計 
(千円) 

本社 
(東京都中央区) 

  
全社 
  
繊維・アパレル事
業 
  
不動産事業 
  
ヘルスケア事業 

本社機能、 
事務業務 

1,486 ―
―

(―)
12,545 402 14,434 

21( 2)
 

15( 6)
 
 

 2(―)
 

 5(―)

サントムーン 
柿田川等 
(静岡県駿東郡
清水町) 

不動産事業 
商業施設等 
(注２) 

6,676,357 ―
8,912,070
(92,551)

204,467 25,112 15,818,007 29(―)

 

事業所名 
(所在地) 

セグメントの名称 設備の内容 
従業員数 
(人) 

年間賃借料 
(千円) 

本社 
(東京都中央区) 

  
全社 
  
繊維・アパレル事業 
  
不動産事業 
  
ヘルスケア事業 

本社機能、事務業務 
(賃借) 

  
   21( 2)

  
   15( 6)

 
  2(―)

 
  5(―)

72,387 
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第４ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項なし。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注)  再評価積立金より組入 

  

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 96,000,000 

計 96,000,000 
 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成27年３月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成27年６月25日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名 
内容 

普通株式 30,000,000 30,000,000 
東京証券取引所 
名古屋証券取引所 
各市場第一部 

単元株式数 
1,000株 

計 30,000,000 30,000,000 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高 
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

昭和48年９月25日 
(注) 

― 30,000,000 ― 1,500,000 502,765 503,270 
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(6) 【所有者別状況】 

平成27年３月31日現在 

(注) １  自己株式65,912株は、「個人その他」に65単元及び「単元未満株式の状況」に912株を含めて記載してい

る。 

２  「その他の法人」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が７単元含まれている。 

  

(7) 【大株主の状況】 

平成27年３月31日現在 

  

 

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 

単元未満 
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 
金融商品 
取引業者 

その他の
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数(人) ― 21 25 56 29 7 3,489 3,627 ― 

所有株式数 
(単元) 

― 5,537 2,764 1,459 1,201 24 18,858 29,843 157,000 

所有株式数 
の割合(％) 

― 18.55 9.26 4.89 4.03 0.08 63.19 100 ― 
 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数の 
割合(％) 

三井住友信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内1-4-1 1,478 4.92 

㈱ＳＢＩ証券 東京都港区六本木1-6-1 1,209 4.03 

日本証券金融㈱ 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 1,173 3.91 

楽天証券㈱ 東京都品川区東品川4-12-3 687 2.29 

三井住友海上火災保険㈱ 東京都千代田区神田駿河台3-9 610 2.03 

㈱デベロッパー三信 東京都千代田区神田錦町3-11 550 1.83 

小泉 芳夫 埼玉県川口市 499 1.66 

肥田 篤 奈良県奈良市 422 1.40 

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱（信託口５） 

東京都中央区晴海1-8-11 357 1.19 

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱（信託口６） 

東京都中央区晴海1-8-11 333 1.11 

計 ― 7,318 24.39 
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(8) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成27年３月31日現在 

(注)  「完全議決権株式(その他)」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が7,000株含まれている。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数７個が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成27年３月31日現在 

  

(9) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし。 

  

２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】  

 会社法第155条第７号による普通株式の取得 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項なし。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項なし。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式    65,000 

― ― 

(相互保有株式) 
普通株式    93,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

29,685,000 
29,685 ― 

単元未満株式 
普通株式 

157,000 
― ― 

発行済株式総数 30,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 29,685 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数の
割合(％) 

(自己保有株式) 
大東紡織㈱ 
  

東京都中央区日本橋小舟
町６－６ 
  

65,000 
 

― 
 

65,000 
  

0.21 
 

(相互保有株式) 
宝繊維工業㈱ 

静岡県浜松市北区初生町
1255－２ 

93,000 ― 93,000 0.31 

計 ― 158,000 ― 158,000 0.52 
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(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

(注)  当期間における取得自己株式には、平成27年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれていない。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

(注)  当期間における保有自己株式数には、平成27年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式は含まれていない。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、競争力を維持・強化し、企業価値の増大を通じて株主の皆様に対する安定的かつ適正な利益還元を図るこ

とを経営の最重要課題の一つと考え、利益配分については業績の向上に努め、また内部留保にも意を用いて決定する

ことを基本としている。 

当社は、会社法第454条第５項の規定により、「取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として、中間配

当をすることができる。」旨を定款に定め、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針とし

ている。なお、これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会で

ある。 

当期は、誠に遺憾ながら配当を見送らざるを得ない結果となった。 

次期以降については、早期に安定した財務基盤を確立し、復配実現にむけて努力する所存である。 

  

 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

当事業年度における取得自己株式 300 22,200 

当期間における取得自己株式 ― ― 
 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額 

(円) 
株式数(株) 

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他 
(―) 

― ― ― ― 
      

保有自己株式数 65,912 ― 65,912 ― 
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４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

 

回次 第191期 第192期 第193期 第194期 第195期 

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 

最高(円) 98 94 82 100 80 

最低(円) 35 55 56 61 66 
 

月別 平成26年10月 11月 12月 平成27年１月 ２月 ３月 

最高(円) 80 79 80 78 76 78 

最低(円) 71 73 72 72 72 73 
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５ 【役員の状況】 

男性９名 女性０名 （役員のうち女性の比率0.0％） 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

代表取締役 

社長 
― 山  内  一  裕 昭和32.１.５ 

昭和54年４月 三井信託銀行株式会社(現三井住友

信託銀行株式会社)入社 

(注)４ 27,000 

平成14年２月 中央三井信託銀行株式会社(現三井

住友信託銀行株式会社)人事企画部

長 

16年１月 同社大阪支店営業第二部長 

19年１月 同社新宿西口支店長 

21年６月 当社取締役経営企画部長 

22年８月 常務取締役経営管理本部長兼経営

企画部長 

24年６月 専務取締役経営管理本部長兼不動

産本部副本部長 

25年７月 取締役専務執行役員経営管理本部

長兼人事部長 

27年６月 代表取締役社長(現任) 

代表取締役 

副社長 
― 野 村 利 泰 昭和27.２.27 

昭和49年３月 

平成14年４月 

16年４月 

17年５月 

19年５月 

23年10月 

24年６月 

25年６月 

26年２月 

当社入社 

機能繊維事業部長 

繊維事業本部副本部長 

新潟大東紡株式会社取締役社長 

大東紡寝装株式会社取締役社長 

当社営業本部機能繊維営業部長 

取締役営業本部機能繊維営業部長 

取締役副社長 

取締役副社長ヘルスケア事業本部

長 

(注)４ 19,000 

26年６月 代表取締役副社長ヘルスケア事業

本部長 

27年４月 代表取締役副社長(現任) 

取締役 執行役員 菊 地 広 明 昭和35.１.２ 

昭和57年４月 株式会社北海道拓殖銀行入社 

(注)４ 23,000 

平成10年11月 中央信託銀行株式会社(現三井住友

信託銀行株式会社)入社 

16年５月 当社管理部付部長 

18年７月 経営企画部長 

20年６月 取締役企画部長 

21年６月 株式会社ロッキンガムペンタ取締

役社長兼株式会社キノエネ取締役

社長 

22年12月 大東紡エステート株式会社取締役

社長(現任) 

26年７月 当社執行役員 

27年６月 取締役執行役員(現任) 

取締役 

執行役員経営管

理本部長兼経営

企画部長 

三 枝 章 吾 昭和44.２.12 

平成２年４月 当社入社 

(注)４ 1,000 

22年９月 管理部経理グループ長 

24年６月 経営管理本部経営企画部長 

27年６月 取締役執行役員経営管理本部長兼

経営企画部長(現任) 

取締役 

執行役員アパレ

ルファッショ

ン・ユニフォー

ム事業本部長代

行兼生産企画営

業部長 

青 木 寛 繁 昭和40.１.６ 

平成元年４月 当社入社 

(注)４ 1,000 

18年７月 繊維事業部レディース１グループ

長 

24年２月 営業本部ＯＤＭ営業部企画営業第

１グループ長 

25年５月 営業本部機能繊維営業部素材開発

営業グループ長 

27年４月 アパレルファッション・ユニフォ

ーム事業本部生産企画営業部長 

27年６月 取締役執行役員アパレルファッシ

ョン・ユニフォーム事業本部長代

行兼生産企画営業部長(現任) 
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(注) １  取締役澤田康伸は、社外取締役である。 

２  監査役小田一穂及び飯沼春樹は、社外監査役である。 

３  平成24年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

４  平成27年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

５  平成27年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

取締役 ― 澤 田 康 伸 昭和28.１.９ 

昭和51年４月 労働省(現厚生労働省)入省 

(注)４ ― 

平成元年１月 A.T.Kearney，Inc.(現A.T.カーニ

ー株式会社)入社 東京事務所配属 

９年10月 同社ディレクター・オブ・プラク

ティスマネジメント 

14年４月 エンタープライズ・アイ・ジー・

ジ ャ パ ン 株 式 会 社 ( 現 Brand 

Union/WPPグループ)エグゼクティ

ブ・ディレクター 

15年７月 ヴィブランド・コンサルティング

株式会社代表取締役(現任) 

27年６月 当社取締役(現任) 

常勤監査役 ― 加久間 雄 二 昭和23.７.８ 

昭和42年４月 

平成18年７月 

19年６月 

20年６月 

22年８月 

24年６月 

当社入社 

経理部長 

取締役経理部長 

取締役管理部長 

取締役経営管理本部管理部長 

監査役(現任) 

(注)３ 64,000 

監査役 ― 小 田 一 穂 昭和24.７.28 

昭和47年４月 三井信託銀行株式会社(現三井住友

信託銀行株式会社)入社 

(注)３ 4,000 

平成８年５月 同社投資顧問部長 

10年10月 同社本店営業第五部長 

12年６月 中央三井信託銀行株式会社(現三井

住友信託銀行株式会社)監査役 

16年６月 日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社常務取締役 

20年６月 同社取締役社長 

24年６月 当社監査役(現任) 

監査役 ― 飯  沼  春  樹 昭和23.４.19 

昭和51年４月 弁護士登録 

(注)５ ― 
53年４月 飯沼総合法律事務所開設(現職) 

平成12年４月 税理士登録 

23年６月 当社監査役(現任) 

計 139,000 
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

①  企業統治の体制 

イ．企業統治の体制の概要及びその体制を採用する理由 

当社は、企業価値重視の経営という考え方に立ち、企業のコーポレート・ガバナンスを経営の最重要課題の

ひとつとしてとらえ、激変する経営環境に対応すべく、経営の透明性・健全性・遵法性を確保するとともに、

各ステークホルダーへのアカウンタビリティを重視し迅速かつ適切な情報開示に努め、経営の効率化・意思決

定の迅速化・経営監視機能の充実を高めることを基本方針とし、以下の企業統治の体制を整備している。ま

た、当社は会社法第427条第１項に基づき、社外取締役及び社外監査役との間において、会社法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結している。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が定める額と

している。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び社外監査役が責任の原因となった職務

の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られる。 

（取締役会） 

経営の意思決定及び取締役の職務執行を監督する機関として位置付けており、取締役６名で構成している。

取締役会には監査役も出席し、毎月１回定例開催するとともに、必要に応じ臨時取締役会を開催し、業務上の

重要事項の決議、報告を迅速かつ適正に行っている。また、取締役全員で構成する経営会議を原則月１回開催

し、経営方針に関する重要な案件について議論を行うとともに、部長以上の役職者で構成する部長会を原則月

１回開催し、重要な業務に関する事項の審議の充実を図っている。グループ会社については個別の会議や報告

会を開催している。 

（監査役会） 

当社は監査役制度を採用しており、監査役３名で構成している。監査役は取締役会等の重要な会議に出席す

るとともに、監査計画に基づく監査を行うことなどにより、取締役の職務執行を監査している。また、内部監

査室・会計監査人とも随時協議・検討の機会を持ち緊密な連携を保っている。 

  

ロ．内部統制システムの整備の状況 

当社は、内部統制システム整備の基本方針を制定し、会社の業務の適正を確保するための体制を整え、社内

統制機能の強化を図っている。また、当社は、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の構築及びそ

の他の対応については、取締役執行役員経営管理本部長三枝章吾をリーダーとして、当社グループ全体で推進

している。 

  

ハ．リスク管理体制の整備の状況 

重要な法務的課題及びコンプライアンスに係る事象については、顧問弁護士等に相談し、必要に応じ外部の

専門家を起用して法令定款違反行為を未然に防止していく。また、取締役が他の取締役の法令定款違反行為を

発見した場合は直ちに監査役及び取締役会に報告するなどコーポレート・ガバナンス体制を強化している。 

情報管理については、情報セキュリティ基本方針及び情報セキュリティ管理規程を制定し、適切かつ確実に

保存・管理を行っている。また、大地震等災害発生時には、その損害を最小限に食い止めるため防災危機管理

基本規程に基づき組織的かつ計画的に対応している。 

  

ニ．提出会社の子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況 

関係会社の経営管理については、関係会社業務規程に従い、運営管理を行うものとし、定期的に個別の会議

や報告会を開催している。また、内部監査を実施しその結果を関係会社の取締役および当社の取締役に報告し

ている。 

  

ホ．その他企業統治に関する事項 

(イ)取締役の定数 

当社の取締役は11名以内とする旨定款に定めている。 

(ロ)取締役の選任及び解任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨定款に定めてい

る。 
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(ハ)株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項 

・自己の株式の取得 

当社は、自己の株式の取得について、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己

の株式を取得することができる旨定款に定めている。これは、企業環境の変化に対応し、機動的な経営を遂

行することを目的とするものである。 

・中間配当 

当社は、中間配当について、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日

を基準日として中間配当をすることができる旨定款に定めている。これは、株主への機動的な利益還元を行

うことを目的とするものである。 

・取締役及び監査役の責任免除 

当社は、取締役及び監査役の責任免除について、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったこと

による取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、

法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めている。これは、取締役

及び監査役がその期待される役割を十分に発揮できることを目的とするものである。 

(ニ)株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定

めている。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行

うことを目的とするものである。 

  

②  内部監査及び監査役監査の状況 

当社の内部監査及び監査役監査の組織は、社長直轄の内部監査室を設置し、兼任者含め３名で構成するととも

に、監査役制度を採用し監査役３名で構成している。 

内部監査室は、内部監査計画に基づく監査を行い、定期的に社長並びに監査役会に報告している。監査役は取

締役会等の重要な会議に出席するとともに、監査計画に基づく監査を行うことなどにより、取締役の職務執行を

監査している。また、内部監査室と監査役会は、相互に随時協議・検討の機会を持ち緊密な連携を保つととも

に、会計監査人である有限責任監査法人トーマツとも通常の会計監査に加え、重要な会計的課題についても随時

協議・検討の機会を持っている。 

  

③  社外取締役及び社外監査役の状況 

 当社の社外取締役は１名である。社外取締役澤田康伸氏はヴィブランド・コンサルティング株式会社の代表取

締役社長であり、豊富な行政経験と幅広い見識を有していることに加え、国際的な大手コンサルティング会社で

の豊富な実務経験を通じて企業経営に関する深い洞察と見識を合わせ持っていることから、当社の経営に客観的

な立場から有用な意見・提言をもらえると判断し選任している。当社と同氏及び同社との間に人的、資本的また

は取引関係その他利害関係はない。 

 監査役３名の内、社外監査役は２名である。社外監査役飯沼春樹氏は飯沼総合法律事務所の所長であり、弁護

士としての豊富な実務経験により、企業法務に精通し、高い知見と見識を有していることから、社外監査役とし

ての職務を適切に遂行できるものと判断し選任している。当社と同氏及び同事務所との間に人的、資本的または

取引関係その他利害関係はない。同じく社外監査役小田一穂氏は当社の株主である日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社の元代表取締役社長であり、長年にわたる金融機関での豊富な実務経験により、企業財務に関す

る高い知見と見識を有しており、社外監査役としての職務を適切に遂行できるものと判断し選任している。ま

た、同氏は当社の株主である三井住友信託銀行株式会社（旧中央三井信託銀行株式会社）の元監査役であり、当

社は同社との間で資金の借入等の取引を行っている。なお、当社と同氏、三井住友信託銀行株式会社及び日本ト

ラスティ・サービス信託銀行株式会社の間に上記以外の人的、資本的または取引関係その他利害関係はない。 

社外取締役及び社外監査役の選任にあたっては、企業経営および財務ならびに会計に関する高い知見、法律の

実務家としての経験など業務に必要な知識や経験を有する人材、かつ、一般株主と利益相反の生じるおそれのな

い独立した社外取締役及び社外監査役の選任を方針としている。 
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社外取締役及び社外監査役は、内部統制体制の基本方針の取締役会決議に携わるとともに、内部監査連絡会等

において定期的に内部統制部門から報告を受けることにより、内部統制体制の状況を把握し、また、会計監査人

である有限責任監査法人トーマツとは随時協議・報告を受ける機会をもち、会計監査の状況を把握をしている。

  

④  役員報酬等 

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

  

(注) １  当期末日における取締役は５名、監査役は３名である。 

２  取締役の報酬限度額は、昭和57年７月29日開催の第162回定時株主総会において月額6,000千円以内（ただ

し、使用人分給与は含まない。）と決議されている。 

３  監査役の報酬限度額は、平成５年６月29日開催の第173回定時株主総会において月額3,000千円以内と決議さ

れている。 

  

ロ．提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等 

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載していない。 

  

ハ．使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの 

  

  

ニ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法 

役員に対する報酬は優秀な人材を確保すること、その監督・監査機能を有効に機能させることを主眼に決定

することを基本方針としている。具体的決定にあたっては、当社の役員に求められる能力及び責任に見合った

水準を設定することとし、役職・業績・他社水準・従業員の水準等も総合的に勘案し、取締役会等で決議して

いる。報酬総額は株主総会で決議された支払限度額を上限としている。 

  

⑤  株式保有状況 

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額 

銘柄数           14銘柄 

貸借対照表計上額の合計額 290,297千円 

  

 

役員区分 
報酬等の総額

(千円) 

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(人) 基本報酬 
ストック 
オプション 

賞与 退職慰労金 

取締役 
(社外取締役を除く。) 

45,309 45,309 ― ― ― 5 

監査役 
(社外監査役を除く。) 

9,144 9,144 ― ― ― 1 

社外役員 6,060 6,060 ― ― ― 2 
 

総額（千円） 対象となる役員の員数（人） 内容 

20,259 3 
本部長及び部長としての給与であ

る。 
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ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的 

前事業年度 

  特定投資株式 

  

  

当事業年度 

  特定投資株式 

  

  

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額 

該当事項なし。 

  

⑥  会計監査の状況 

当社の会計監査業務については、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、監査を受けている。平成27

年３月期の監査業務を執行した公認会計士の氏名は由水雅人氏及び中島達弥氏である。監査業務に係る補助者

は、公認会計士及びその他計11名である。なお、当社と監査法人、業務を執行した公認会計士及び補助者との間

に人的、資本的または取引関係その他の利害関係はない。 

  

 

銘柄 株式数(株) 
貸借対照表計上額 

(千円) 
保有目的 

㈱静岡銀行 159,133 160,246 取引関係維持等のため 

㈱エンチョー 6,000 2,694 取引関係維持等のため 

㈱三越伊勢丹ホールディング
ス 

357 454 取引関係維持等のため 

㈱レナウン 100 12 取引関係維持等のため 
 

銘柄 株式数(株) 
貸借対照表計上額 

(千円) 
保有目的 

㈱静岡銀行 159,133 190,959 取引関係維持等のため 

㈱エンチョー 6,000 2,598 取引関係維持等のため 

㈱三越伊勢丹ホールディング
ス 

357 709 取引関係維持等のため 

㈱レナウン 100 22 取引関係維持等のため 
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(2) 【監査報酬の内容等】 

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

  

② 【その他重要な報酬の内容】 

(前連結会計年度) 

該当事項なし。 

  

(当連結会計年度) 

該当事項なし。 

  

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

(前連結会計年度) 

該当事項なし。 

  

(当連結会計年度) 

該当事項なし。 

  

④ 【監査報酬の決定方針】 

監査日数、当社グループの規模・業務の特性等の要素を勘案した上で決定している。 

  

 

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に 
基づく報酬(千円) 

非監査業務に 
基づく報酬(千円) 

監査証明業務に 
基づく報酬(千円) 

非監査業務に 
基づく報酬(千円) 

提出会社 31,500 ― 31,500 ― 

連結子会社 ― ― ― ― 

計 31,500 ― 31,500 ― 
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第５ 【経理の状況】 

  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成している。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成26年４月１日から平成27年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）の財務諸表について、有限責

任監査法人トーマツにより監査を受けている。 

  

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

当社は、会計基準等の内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備

するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、監査法人等が主催するセミナーへの参加及び会計専門書の定期

購読を行っている。 

  

 

－　31　－



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 ※１  1,068,937 ※１  1,010,131 

    受取手形及び売掛金 1,161,473 1,023,884 

    たな卸資産 ※２  574,299 ※２  606,242 

    その他 65,578 86,808 

    貸倒引当金 △3,110 △760 

    流動資産合計 2,867,178 2,726,307 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） ※１  7,099,252 ※１  6,792,725 

      機械装置及び運搬具（純額） 1,742 3,105 

      土地 ※1,※5  9,343,020 ※1,※5  9,343,020 

      リース資産（純額） 228,918 217,012 

      その他（純額） 24,724 28,370 

      有形固定資産合計 ※３  16,697,658 ※３  16,384,234 

    無形固定資産 7,054 16,669 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 ※1,※4  324,259 ※1,※4  366,543 

      関係会社出資金 531,784 593,260 

      破産更生債権等 127,501 127,403 

      その他 347,509 315,130 

      貸倒引当金 △124,259 △124,249 

      投資その他の資産合計 1,206,794 1,278,088 

    固定資産合計 17,911,507 17,678,992 

  資産合計 20,778,686 20,405,300 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 923,642 890,409 

    短期借入金 ※１  2,292,904 ※１  3,071,640 

    1年内償還予定の社債 ※１  400,000 ※１  100,000 

    未払法人税等 26,630 23,499 

    繰延税金負債 19 － 

    返品調整引当金 129,657 361,200 

    賞与引当金 31,201 33,883 

    関係会社整理損失引当金 － 66,496 

    その他 ※１  669,458 ※１  937,316 

    流動負債合計 4,473,513 5,484,446 

  固定負債     

    社債 ※１  100,000 ※１  300,000 

    長期借入金 ※１  5,762,776 ※１  5,083,856 

    リース債務 220,007 204,901 

    長期預り保証金 ※１  2,913,401 ※１  2,515,903 

    繰延税金負債 8,455 23,385 

    再評価に係る繰延税金負債 ※５  2,575,563 ※５  2,334,259 

    退職給付に係る負債 238,996 258,712 

    資産除去債務 56,427 49,362 

    固定負債合計 11,875,626 10,770,381 

  負債合計 16,349,140 16,254,827 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 1,500,000 1,500,000 

    資本剰余金 503,375 503,375 

    利益剰余金 △2,292,882 △2,937,000 

    自己株式 △6,989 △7,012 

    株主資本合計 △296,496 △940,636 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 6,203 41,034 

    繰延ヘッジ損益 34 △648 

    土地再評価差額金 ※５  4,628,242 ※５  4,869,546 

    為替換算調整勘定 116,325 181,176 

    退職給付に係る調整累計額 △24,764 － 

    その他の包括利益累計額合計 4,726,042 5,091,108 

  純資産合計 4,429,546 4,150,472 

負債純資産合計 20,778,686 20,405,300 
 

－　33　－



② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 

【連結損益計算書】 

 

                      (単位：千円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高 7,548,836 5,937,473 

売上原価 ※１  5,609,761 ※１  4,661,249 

売上総利益 1,939,075 1,276,224 

販売費及び一般管理費 ※２  1,561,791 ※２  1,508,834 

営業利益又は営業損失（△） 377,283 △232,610 

営業外収益     

  受取利息 11,959 247 

  受取配当金 4,886 5,050 

  持分法による投資利益 － 544 

  貸倒引当金戻入額 7,467 2,360 

  仕入割引 2,198 2,040 

  違約金収入 4,165 6,798 

  その他 5,181 2,901 

  営業外収益合計 35,858 19,942 

営業外費用     

  支払利息 290,539 263,223 

  その他 44,698 43,957 

  営業外費用合計 335,237 307,181 

経常利益又は経常損失（△） 77,905 △519,849 

特別損失     

  たな卸資産評価損 － ※４  17,787 

  減損損失 ※３  13,677 － 

  解約違約金 － ※４  11,067 

  関係会社整理損失引当金繰入額 － ※５  66,496 

  特別損失合計 13,677 95,352 

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△） 

64,227 △615,201 

法人税、住民税及び事業税 40,207 30,128 

法人税等調整額 △784 △1,212 

法人税等合計 39,423 28,916 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△） 

24,804 △644,117 

少数株主損失（△） △3,162 － 

当期純利益又は当期純損失（△） 27,966 △644,117 
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【連結包括利益計算書】 
 

                      (単位：千円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△） 

24,804 △644,117 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 △14,141 34,830 

  繰延ヘッジ損益 △33 △682 

  土地再評価差額金 － 241,303 

  為替換算調整勘定 229,137 3,918 

  退職給付に係る調整額 － 24,764 

  持分法適用会社に対する持分相当額 － 60,932 

  その他の包括利益合計 ※  214,962 ※  365,066 

包括利益 239,767 △279,051 

（内訳）     

  親会社株主に係る包括利益 126,609 △279,051 

  少数株主に係る包括利益 113,157 － 
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③ 【連結株主資本等変動計算書】 

  前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

  

  

  

  

 

(単位：千円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,500,000 503,375 △2,321,156 △6,971 △324,752 

当期変動額           

当期純利益     27,966   27,966 

自己株式の取得       △18 △18 

土地再評価差額金の

取崩 
    307   307 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 
          

当期変動額合計 － － 28,273 △18 28,255 

当期末残高 1,500,000 503,375 △2,292,882 △6,989 △296,496 
 

  

その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証 

券評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価 

差額金 

為替換算 

調整勘定 

退職給付に 

係る調整 

累計額 

その他の 

包括利益 

累計額合計 

当期首残高 20,345 67 4,628,550 3,507 － 4,652,470 462,451 4,790,170 

当期変動額                 

当期純利益               27,966 

自己株式の取得               △18 

土地再評価差額金の

取崩 
              307 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 

△14,141 △33 △307 112,818 △24,764 73,571 △462,451 △388,880 

当期変動額合計 △14,141 △33 △307 112,818 △24,764 73,571 △462,451 △360,624 

当期末残高 6,203 34 4,628,242 116,325 △24,764 4,726,042 － 4,429,546 
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  当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 

  

  

  

  

 

(単位：千円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,500,000 503,375 △2,292,882 △6,989 △296,496 

当期変動額           

当期純損失（△）     △644,117   △644,117 

自己株式の取得       △22 △22 

土地再評価差額金の

取崩 
        － 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 

          

当期変動額合計 － － △644,117 △22 △644,139 

当期末残高 1,500,000 503,375 △2,937,000 △7,012 △940,636 
 

  

その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証 

券評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価 

差額金 

為替換算 

調整勘定 

退職給付に 

係る調整 

累計額 

その他の 

包括利益 

累計額合計 

当期首残高 6,203 34 4,628,242 116,325 △24,764 4,726,042 － 4,429,546 

当期変動額                 

当期純損失（△）               △644,117 

自己株式の取得               △22 

土地再評価差額金の

取崩 
              － 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 

34,830 △682 241,303 64,850 24,764 365,066 － 365,066 

当期変動額合計 34,830 △682 241,303 64,850 24,764 365,066 － △279,073 

当期末残高 41,034 △648 4,869,546 181,176 － 5,091,108 － 4,150,472 
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
 

                      (単位：千円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  
税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△） 

64,227 △615,201 

  減価償却費 483,784 443,469 

  減損損失 13,677 － 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,467 △2,360 

  返品調整引当金の増減額（△は減少） △16,661 231,543 

  賞与引当金の増減額（△は減少） △779 2,681 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） △183,986 － 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 214,231 19,716 

  受取利息及び受取配当金 △16,846 △5,297 

  支払利息 290,539 263,223 

  持分法による投資損益（△は益） － △544 

  売上債権の増減額（△は増加） 257,627 142,149 

  たな卸資産の増減額（△は増加） 3,403 △31,930 

  破産更生債権等の増減額（△は増加） 45 97 

  仕入債務の増減額（△は減少） △202,952 △44,971 

  預り保証金の増減額（△は減少） △250,902 △249,877 

  その他の資産の増減額（△は増加） 19,918 42,923 

  その他の負債の増減額（△は減少） △29,652 199,255 

  小計 638,206 394,877 

  利息及び配当金の受取額 16,825 5,276 

  利息の支払額 △299,017 △274,150 

  法人税等の支払額 △47,890 △33,577 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 308,124 92,427 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  有形及び無形固定資産の取得による支出 △59,639 △125,920 

  投資有価証券の取得による支出 △1,198 △1,285 

  預け金の預入による支出 △347,200 － 

  その他 △14 85 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △408,051 △127,119 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  担保提供預金の減少額 400,000 － 

  短期借入金の純増減額（△は減少） △19,600 － 

  長期借入れによる収入 2,630,000 1,876,000 

  長期借入金の返済による支出 △3,086,240 △1,776,184 

  社債の発行による収入 250,000 300,000 

  社債の償還による支出 △50,000 △400,000 

  リース債務の返済による支出 △66,497 △26,838 

  自己株式の増減額（△は増加） △18 △22 

  少数株主への配当金の支払額 △2,781 － 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 54,863 △27,045 

現金及び現金同等物に係る換算差額 102,485 2,917 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 57,420 △58,819 

現金及び現金同等物の期首残高 1,093,231 978,786 

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △171,865 － 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  978,786 ※１  919,966 
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【注記事項】 

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

１．連結の範囲に関する事項 

  (1) 連結子会社の数  4社 

連結子会社名 

大東紡エステート㈱ 

㈱ロッキンガムペンタ 

新潟大東紡㈱ 

上海大東紡織貿易有限公司 

(2) 非連結子会社はない。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の数 1社 

関連会社の名称 

寧波杉京服飾有限公司 

(2) 持分法を適用していない関連会社の名称 

宝繊維工業㈱ 

持分法を適用しない理由 

持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除外している。 

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、上海大東紡織貿易有限公司の決算日は12月31日であり、連結財務諸表作成に当たっては、同決

算日現在の財務諸表を使用している。ただし、同決算日から連結決算日までの期間に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っている。 

  

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ)有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(ロ)デリバティブ 

時価法 

(ハ)たな卸資産 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ)有形固定資産（リース資産を除く） 

当社の営業用賃貸資産及び同関連資産（一部定率法）並びに在外連結子会社は定額法、その他は定率法によっ

ている。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、全て定額法を採用してい

る。 

なお、主な耐用年数は次のとおりである。 

(ロ)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用している。 

なお、ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づいている。 

(ハ)リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

(イ)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。 

(ロ)返品調整引当金 

決算期末日以降予想される返品に備えるため、最終的な返品を見積りその必要額を計上している。 

(ハ)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上している。 

(ニ)関係会社整理損失引当金 

関係会社の会社整理に係る損失に備えるため、当連結会計年度末における損失見込額を計上している。なお、

当連結会計年度末における関係会社整理損失引当金は、㈱ロッキンガムペンタに係るものである。 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用している。 

会計基準変更時差異は、15年による按分額を費用処理している。 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。

なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は当該子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上している。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

(イ)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用している。 

なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処

理の要件を満たしている場合は特例処理を採用している。 

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ハ)ヘッジ方針 

為替及び金利等相場変動に伴うリスクの軽減、資金調達コストの低減を目的に通貨及び金利に係るデリバティ

ブ取引を行っている。 

 

建物及び構築物 ３～47年

機械装置及び運搬具 ６～10年
 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

金利スワップ 長期借入金 

為替予約 外貨建債権債務 
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(ニ)ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を半期ごとに比較

し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価している。ただし、特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略している。 

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。 

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっている。 

  

(表示方法の変更) 

(連結損益計算書関係) 

 前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「仕入割引」は、営業外収益の総額の100

分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとした。この表示方法の変更を反映させるため、前連

結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っている。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた7,379千円

は、「仕入割引」2,198千円、「その他」5,181千円として組み替えている。 
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(連結貸借対照表関係) 

※１  担保資産 

  

  
担保対応債務 

  

  
※２  たな卸資産の内訳 

  

  
※３  有形固定資産の減価償却累計額 

  

  
※４  関連会社に対する資産は次のとおりである。 

  

  
※５  土地の再評価 

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、当

該評価差額のうち税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上している。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める「地価税法第16

条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価格を算定するために国税庁長官が定めて公表した方

法により算出した価額」に合理的な調整を行って算出している。 

再評価を行った年月日      平成14年３月31日 
  
 ６  受取手形割引高 

  

 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

現金及び預金（預金）        80,000千円        80,000千円 

建物及び構築物         7,075,686千円         6,735,064千円 

土地          9,316,589千円          9,316,589千円 

投資有価証券       159,508千円       190,080千円 

計          16,631,784千円          16,321,734千円 
 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

短期借入金          2,259,580千円          3,038,316千円 

１年内償還予定の社債       400,000千円       100,000千円 

流動負債のその他（１年内返還予
定預り保証金） 

      88,833千円       88,833千円 

社債       100,000千円       300,000千円 

長期借入金         5,721,093千円         5,075,497千円 

長期預り保証金          981,633千円          892,800千円 

計          9,551,139千円          9,495,446千円 
 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

商品及び製品 541,204千円 600,497千円 

仕掛品 2,755千円 1,559千円 

原材料及び貯蔵品 30,339千円 4,185千円 

計 574,299千円 606,242千円 
 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

  6,160,065千円 6,536,759千円 
 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

投資有価証券（株式）       36,656千円       36,656千円 
 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

  50,817千円 54,350 千円 
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(連結損益計算書関係) 

※１  期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれてい

る。 

  

  

※２  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。 

  

  

※３  減損損失 

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて13,677千円の減損損失を計上した。 

当社グループは、事業資産のうち、繊維・アパレル事業については主として管理会計上の個別の製品・サ

ービスのカテゴリーを、不動産事業については個々の物件単位を、それぞれグルーピング単位としている。

遊休資産については各不動産等をグルーピング単位としている。 

上記の資産のうち、㈱ロッキンガムペンタの営業倉庫及び店舗造作等は、主として紳士服製造コストの高

止まりの影響により収益性が低下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と

して計上している。なお、回収可能価額は、将来キャッシュ・フローの黒字化が確実なものとして見込めて

はいないため、保守的に零と見積もっている。 

また、上記遊休資産は、将来の使用の見込みがないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として計上している。なお、回収可能価額は、固定資産税評価額を基に算出した価額により評

価している。 

  

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 

 該当事項なし。 

  

※４  たな卸資産評価損及び解約違約金 

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

 該当事項なし。 

  

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 

 当社の連結子会社である㈱ロッキンガムペンタの事業清算決定に伴い発生した金額である。 

  

※５  関係会社整理損失引当金繰入額 

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

 該当事項なし。 

  

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 

 当社の連結子会社である㈱ロッキンガムペンタの清算損失に備えるため、当該損失見込額を計上している。 

 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

  34,249千円 32,655千円 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

給料 646,202千円 651,567千円 

賞与引当金繰入額 22,536千円 25,417千円 

退職給付費用 17,149千円 19,129千円 
 

用途 種類 金額 場所 内容 

繊維・アパレル事
業－㈱ロッキンガ
ムペンタの営業倉
庫及び店舗造作等 

建物及び構築物
等 

13,148千円 
埼玉県八潮市
他 

建物及び構築物    7,246千円 
有形固定資産その他  3,781千円 
無形固定資産     1,951千円 
投資その他の資産その他 170千円 

当社の遊休資産 土地 528千円 三重県志摩市 土地          528千円 
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(連結包括利益計算書関係) 

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  

  

(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

１．発行済株式及び自己株式に関する事項 

(注)  普通株式の自己株式の株式数の増加250株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  

２．新株予約権等に関する事項 

該当事項なし。 

  

３．配当に関する事項 

該当事項なし。 

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

その他有価証券評価差額金     

  当期発生額       △21,972千円       50,973千円 

    税効果額         7,830千円         △16,142千円 

    その他有価証券評価差額金       △14,141千円       34,830千円 

繰延ヘッジ損益     

  当期発生額     △55千円     △701千円 

    税効果額  22千円  19千円 

    繰延ヘッジ損益     △33千円     △682千円 

土地再評価差額金     

    税効果額  － 千円  241,303千円 

為替換算調整勘定     

  当期発生額        229,137千円        3,918千円 

退職給付に係る調整額     

  組替調整額  － 千円        24,764千円 

持分法適用会社に対する持分相当額     

  当期発生額  － 千円       60,932千円 

その他の包括利益合計        214,962千円        365,066千円 
 

  
当連結会計年度期首 

株式数(株) 
当連結会計年度増加 

株式数(株) 
当連結会計年度減少 

株式数(株) 
当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式         

  普通株式 30,000,000 ― ― 30,000,000 

合計 30,000,000 ― ― 30,000,000 

自己株式         

  普通株式(注) 65,362 250 ― 65,612 

合計 65,362 250 ― 65,612 
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当連結会計年度(自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日) 

１．発行済株式及び自己株式に関する事項 

(注)  普通株式の自己株式の株式数の増加300株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  

２．新株予約権等に関する事項 

該当事項なし。 

  

３．配当に関する事項 

該当事項なし。 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

  

 ２ 重要な非資金取引の内容 

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

連結子会社であった寧波杉京有限公司を、重要性の観点から、当連結会計年度末より連結の範囲から除外し

ている。連結の範囲から除外したことに伴い減少した資産及び負債の金額は以下のとおりである。 

資産の額  資産合計  1,258,740千円 

負債の額  負債合計   151,347千円 

なお、連結の範囲から除外したことに伴い減少した現金及び現金同等物の金額は「連結除外に伴う現金及び

現金同等物の減少額」に含めて表示している。 

  

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 

 該当事項なし。 

 

  
当連結会計年度期首 

株式数(株) 
当連結会計年度増加 

株式数(株) 
当連結会計年度減少 

株式数(株) 
当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式         

  普通株式 30,000,000 ― ― 30,000,000 

合計 30,000,000 ― ― 30,000,000 

自己株式         

  普通株式(注) 65,612 300 ― 65,912 

合計 65,612 300 ― 65,912 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

現金及び預金勘定          1,068,937千円          1,010,131千円 

担保提供している定期預金          △80,000千円          △80,000千円 

預入期間が３ヵ月を超える 
定期預金 

          △10,151千円           △10,165千円 

現金及び現金同等物          978,786千円          919,966千円 
 

－　45　－



(リース取引関係) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引(借主側) 

①  リース資産の内容 

有形固定資産 

主として、不動産事業における商業施設の空調設備（建物附属設備）である。 

②  リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項  (2)  重要な減価償却資産の

減価償却の方法」に記載のとおりである。 

  

(金融商品関係) 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については、安全性を重視し、市場リスクが低い短期の預金等に限定し効率的な

運用を行っている。また、資金調達については、主に銀行借入によっている。なお、デリバティブ取引は、実

需取引のヘッジを目的として行い、投機目的及び短期的な売買損益を得る目的の取引は行わない方針としてい

る。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

受取手形及び売掛金に係る取引先の信用リスクは、「信用限度管理規程」に従い、信用限度運用基準を作成

し、リスクを管理している。 

有価証券及び投資有価証券は、主に国債及び取引上の関係を有する企業の株式である。これらは発行体の信

用リスク、金利の変動リスク、市場価格の変動リスク等に晒されているが、時価や信用状況の把握を定期的に

行うことで管理している。 

破産更生債権等に係る信用リスクは、債権先ごとの信用状況を定期的に把握し管理している。 

支払手形及び買掛金は、仕入先及び外注委託先に対する債務であり、短期間で支払われる。 

社債は、運転資金の調達を目的として発行している。 

借入金は、運転資金に係る短期の銀行借入金及び設備資金等に係る長期の銀行借入金であり、金利の変動リ

スクに晒されている。この金利の変動リスクに対しては、一部の長期借入金に金利スワップ取引を実施して支

払利息の固定化を実施している。 

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、三島地区商業施設の空調設備投資資金に係るものである。 

預り保証金は、不動産事業における賃貸不動産に係る預り保証金である。 

デリバティブ取引は、外貨建の営業債務及び在外連結子会社向け外貨建貸付金に係る為替の変動リスクに対

するヘッジを目的とした為替予約取引、借入金に係る金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワ

ップ取引である。為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを、金利スワップ取引は金利の変動によるリス

クを有している。なお、デリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の

契約不履行によるリスクはほとんどないと認識している。これらの変動リスクは、時価の把握を定期的に行う

ことで管理している。 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれている。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがある。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取引

に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではない。 

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは、次表には含まれていない（（注２）を参照）。 

  

 

－　46　－



前連結会計年度(平成26年３月31日) 

  

（＊）  デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については（  ）で示している。 

  

 

  
連結貸借対照表 
計上額(千円) 

時価 
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 現金及び預金 1,068,937 1,068,937 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 1,161,473     

      貸倒引当金 △2,950     

  1,158,523 1,158,523 ― 

(3) 有価証券及び投資有価証券       

  ①  満期保有目的の債券 9,974 9,991 16 

  ②  その他有価証券 180,724 180,724 ― 

(4) 破産更生債権等 127,501     

      貸倒引当金 △124,259     

  3,241 3,241 ― 

資産計 2,421,401 2,421,418 16 

(1) 支払手形及び買掛金 923,642 923,642 ― 

(2) 短期借入金 
(１年以内に返済予定の長期借入金を除く) 

540,000 540,000 ― 

(3) 未払法人税等 26,630 26,630 ― 

(4) 社債 
(１年以内に償還予定の社債を含む) 

500,000 500,663 663 

(5) 長期借入金 
(１年以内に返済予定の長期借入金を含む) 

7,515,680 7,600,641 84,961 

(6) リース債務 
(１年以内に返済予定のリース債務を含む) 

244,595 204,769 △39,825 

(7) 預り保証金 
(１年以内に返還予定の預り保証金を含む) 

3,009,254 2,921,106 △88,148 

負債計 12,759,802 12,717,454 △42,348 

デリバティブ取引(＊) 53 53 ― 
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当連結会計年度(平成27年３月31日) 

  

（＊）  デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については（  ）で示している。 

  

(注１)   金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっている。 

(3) 有価証券及び投資有価証券 

これらの時価については、株式、債券ともに取引所の価格によっている。 

(4) 破産更生債権等 

破産更生債権等の時価については、連結決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除

した金額に近似していることから、当該価額によっている。 

 

  
連結貸借対照表 
計上額(千円) 

時価 
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 現金及び預金 1,010,131 1,010,131 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 1,023,884     

      貸倒引当金 △710     

  1,023,174 1,023,174 ― 

(3) 有価証券及び投資有価証券       

  ①  満期保有目的の債券 9,994 9,999 4 

  ②  その他有価証券 232,983 232,983 ― 

(4) 破産更生債権等 127,403     

      貸倒引当金 △124,249     

  3,153 3,153 ― 

資産計 2,279,438 2,279,442 4 

(1) 支払手形及び買掛金 890,409 890,409 ― 

(2) 短期借入金 
(１年以内に返済予定の長期借入金を除く) 

540,000 540,000 ― 

(3) 未払法人税等 23,499 23,499 ― 

(4) 社債 
(１年以内に償還予定の社債を含む) 

400,000 400,220 220 

(5) 長期借入金 
(１年以内に返済予定の長期借入金を含む) 

7,615,496 7,668,202 52,706 

(6) リース債務 
(１年以内に返済予定のリース債務を含む) 

231,260 199,263 △31,997 

(7) 預り保証金 
(１年以内に返還予定の預り保証金を含む) 

2,759,377 2,710,996 △48,381 

負債計 12,460,043 12,432,591 △27,452 

デリバティブ取引(＊) (648) (648) ― 
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負債 

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっている。 

(4) 社債 

社債の時価については、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り

引いた現在価値により算定している。 

(5) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定している。なお、金利スワップ取引の特例処理の対象とされる長期借入

金の元利金の合計額は、当該金利スワップ取引と一体として算定している。 

(6) リース債務 

リース債務の時価については、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定している。 

(7) 預り保証金 

預り保証金の時価については、預り保証金の返還期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現

在価値により算定している。 

デリバティブ取引 

注記事項「デリバティブ取引関係」参照。 

  

(注２)   時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額 
  

これらについては、市場価格が無く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「資産

(3) 投資有価証券」には含めていない。 

  

(注３)   金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

  

前連結会計年度(平成26年３月31日) 

  

(＊)  破産更生債権等のうち、償還予定額が見込めない124,259千円は含めていない。 

  

 

区分 
平成26年３月31日 

(千円) 
平成27年３月31日 

(千円) 

非上場株式 133,559 133,559 

関係会社出資金 531,784 593,260 
 

  
１年以内 
(千円) 

１年超５年以内 
(千円) 

預金 1,017,884 ― 

受取手形及び売掛金 1,161,473 ― 

投資有価証券     

  満期保有目的の債券     

    国債・地方債等 ― 10,000 

破産更生債権等(＊) 3,109 131 

合計 2,182,468 10,131 
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当連結会計年度(平成27年３月31日) 

  

(＊)  破産更生債権等のうち、償還予定額が見込めない124,249千円は含めていない。 

  

(注４)   社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

  

前連結会計年度(平成26年３月31日) 

  

  

当連結会計年度(平成27年３月31日) 

  

  

 

  
１年以内 
(千円) 

１年超５年以内 
(千円) 

預金 959,430 ― 

受取手形及び売掛金 1,023,884 ― 

投資有価証券     

  満期保有目的の債券     

    国債・地方債等 10,000 ― 

破産更生債権等(＊) 3,109 43 

合計 1,996,425 43 
 

  
１年以内 
(千円) 

１年超 
２年以内 
(千円) 

２年超 
３年以内 
(千円) 

３年超 
４年以内 
(千円) 

４年超 
５年以内 
(千円) 

５年超 
(千円) 

短期借入金 540,000 ― ― ― ― ― 

社債 400,000 100,000 ― ― ― ― 

長期借入金 1,752,904 2,213,080 1,086,696 2,028,000 435,000 ― 

リース債務 24,588 23,658 23,658 23,658 22,825 126,206 

その他の有利子負債 60,199 60,199 60,200 43,330 43,330 256,690 

合計 2,777,692 2,396,938 1,170,554 2,094,988 501,155 382,896 
 

  
１年以内 
(千円) 

１年超 
２年以内 
(千円) 

２年超 
３年以内 
(千円) 

３年超 
４年以内 
(千円) 

４年超 
５年以内 
(千円) 

５年超 
(千円) 

短期借入金 540,000 ― ― ― ― ― 

社債 100,000 ― 300,000 ― ― ― 

長期借入金 2,531,640 2,251,256 2,164,560 571,560 71,560 24,920 

リース債務 26,359 26,359 26,359 25,526 22,296 104,361 

その他の有利子負債 60,199 60,200 43,330 43,330 43,330 213,360 

合計 3,258,199 2,337,815 2,534,249 640,416 137,186 342,641 
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(有価証券関係) 

１．満期保有目的の債券 

前連結会計年度(平成26年３月31日) 

  

当連結会計年度(平成27年３月31日) 

  

２．その他有価証券 

前連結会計年度(平成26年３月31日) 

  

当連結会計年度(平成27年３月31日) 

  

３．連結会計年度中に売却したその他有価証券 

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

該当事項なし。 

  

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 

該当事項なし。 

  

 

  種類 
連結貸借対照表 
計上額(千円) 

時価 
(千円) 

差額 
(千円) 

時価が連結貸借対照表計上額 
を超えるもの 

国債・地方債等 9,974 9,991 16 

時価が連結貸借対照表計上額 
を超えないもの 

国債・地方債等 ― ― ― 

合計 9,974 9,991 16 
 

  種類 
連結貸借対照表 
計上額(千円) 

時価 
(千円) 

差額 
(千円) 

時価が連結貸借対照表計上額 
を超えるもの 

国債・地方債等 9,994 9,999 4 

時価が連結貸借対照表計上額 
を超えないもの 

国債・地方債等 ― ― ― 

合計 9,994 9,999 4 
 

  種類 
連結貸借対照表 
計上額(千円) 

取得原価 
(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

株式 180,724 171,085 9,639 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

株式 ― ― ― 

合計 180,724 171,085 9,639 
 

  種類 
連結貸借対照表 
計上額(千円) 

取得原価 
(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

株式 232,983 172,370 60,612 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

株式 ― ― ― 

合計 232,983 172,370 60,612 
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(デリバティブ取引関係) 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

前連結会計年度(平成26年３月31日) 

該当事項なし。 

  

当連結会計年度(平成27年３月31日) 

該当事項なし。 

  

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

(1) 通貨関連 

前連結会計年度(平成26年３月31日) 

(注)  時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定している。 

  

当連結会計年度(平成27年３月31日) 

(注)  時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定している。 

  

(2) 金利関連 

前連結会計年度(平成26年３月31日) 

(注)  金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載している。 

  

当連結会計年度(平成27年３月31日) 

(注)  金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載している。 

  

 

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
(千円) 

契約額等のうち 
１年超(千円) 

時価 
(千円) 

為替予約等の 
振当処理 

為替予約取引 
  買建 
    米ドル 

 
  
買掛金 27,138 ― 53 

 

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
(千円) 

契約額等のうち 
１年超(千円) 

時価 
(千円) 

為替予約等の 
振当処理 

為替予約取引 
  売建 
    米ドル 

 
関係会社長期貸
付金 19,767 ― △643 

 
  買建 
    米ドル 

 
  
買掛金 21,073 ― △4 

 

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等 
(千円) 

契約額等のうち 
１年超(千円) 

時価 
(千円) 

金利スワップの 
特例処理 

金利スワップ取引 
変動受取・固定支払 

 
長期借入金 5,083,000 4,145,000 

 
(注) 

 

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等 
(千円) 

契約額等のうち 
１年超(千円) 

時価 
(千円) 

金利スワップの 
特例処理 

金利スワップ取引 
変動受取・固定支払 

 
長期借入金 4,395,000 3,457,000 

 
(注) 
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(退職給付関係) 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度を設けている。 

なお、当社及び国内連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費

用を計算している。 

  

２．確定給付制度 

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表 

（千円） 

  

(2) 退職給付費用及びその内訳項目の金額 

（千円） 

  

(3) 退職給付に係る調整額 

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりである。 

（千円） 

  

(4) 退職給付に係る調整累計額 

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりである。 

（千円） 

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

退職給付に係る負債の期首残高 233,515 238,996

退職給付費用 20,651 22,009

退職給付の支払額 △15,170 △2,293

退職給付に係る負債の期末残高 238,996 258,712
 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

勤務費用 20,651 22,009

会計基準変更時差異の費用処理額 24,764 24,764

確定給付制度に係る退職給付費用 45,415 46,774
 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

未認識会計基準変更時差異 ― 24,764
 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

未認識会計基準変更時差異 24,764 ―
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(税効果会計関係) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(1) 流動の部 

  

  

(2) 固定の部 

  

  

 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

繰延税金資産     

たな卸資産評価損 25,795千円      31,016千円 

返品調整引当金 14,851千円      108,257千円 

賞与引当金 11,057千円      11,317千円 

関係会社整理損失引当金 －千円 32,734千円 

未払費用 1,776千円 30,881千円 

事業整理損 2,358千円     1,414千円 

その他 1,926千円     4,734千円 

繰延税金資産小計 57,765千円       220,356千円 

評価性引当額 △57,765千円 △220,356千円 

繰延税金資産合計 －千円   －千円 

繰延税金負債     

繰延ヘッジ損益 △19千円    －千円 

繰延税金負債合計 △19千円    －千円 

繰延税金負債の純額 △19千円    －千円 
 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

繰延税金資産     

減損損失 43,018千円 36,543千円 

貸倒引当金 43,977千円 41,087千円 

退職給付に係る負債 76,332千円      83,880千円 

資産除去債務 19,961千円      16,716千円 

繰越欠損金 775,955千円    686,379千円 

その他 2,286千円     1,767千円 

繰延税金資産小計 961,531千円   866,375千円 

評価性引当額 △961,531千円     △866,375千円 

繰延税金資産合計 －千円  －千円 

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △3,435千円      △19,577千円 

有形固定資産(資産除去費用) △5,019千円      △3,807千円 

繰延税金負債合計 △8,455千円      △23,385千円 

繰延税金負債の純額 △8,455千円      △23,385千円 

再評価に係る繰延税金負債     

土地再評価差額金 △2,575,563千円         △2,334,259千円 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

  

３．法人税等の税率の変更による繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27

年法律第２号）が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金負債の計算（ただし、平成

27年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の35.6％から、回収又は支払

が見込まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは33.1％、平成28年４月１日以降のものにつ

いては32.3％にそれぞれ変更されている。 

その結果、繰延税金負債の金額が2,405千円、再評価に係る繰延税金負債が241,303千円それぞれ減少し、当連結会

計年度に計上された法人税等調整額が381千円、その他有価証券評価差額金が2,023千円、土地再評価差額金が241,303

千円それぞれ増加している。 

  

(資産除去債務関係) 

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

(1) 当該資産除去債務の概要 

当社が所有する不動産に係る建設リサイクル法・フロン回収破壊法等の法令で要求される法律上の義務及び

賃貸借契約に基づく原状回復費用等である。 

  

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法 

物件ごとに使用見込期間を見積り、対応する国債の利回りで割り引いて、資産除去債務の金額を計算してい

る。 

  

(3) 当該資産除去債務の総額の増減 

  

  

 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

法定実効税率     38.0％     35.6％ 

(調整)     

交際費等永久に損金に算入されない項目    23.0％    △2.8％ 

住民税均等割額    6.6％    △0.8％ 

評価性引当額の増減     △7.0％     △37.1％ 

合併による影響 △7.2％ －％ 

連結子会社適用税率差異      2.7％      0.2％ 

過年度法人税等 3.0％ △0.1％ 

その他     2.2％     0.3％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率     61.4％     △4.7％ 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

期首残高       55,571千円       56,427千円 

時の経過による調整額    774千円    1,195千円 

その他増減額(△は減少)   82千円   47千円 

期末残高       56,427千円 57,670千円 
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(賃貸等不動産関係) 

当社グループは、静岡県三島地区の商業施設等の賃貸等不動産を有している。 

これら賃貸等不動産に関する連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりである。 

  

(注) １  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。 

２  商業施設の期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加は、「サントムーン柿田川」の設備投資

（53,228千円）であり、主な減少は、減価償却費（402,453千円）である。 

当連結会計年度の主な増加は、「サントムーン柿田川」の設備投資（89,415千円）であり、主な減少は、

減価償却費（416,654千円）である。 

３  その他の期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少は、共用資産への振替（119,815千円）、子会社

の連結除外に伴う資産の減少（72,794千円）、減価償却費（10,021千円）である。 

当連結会計年度の主な増加は、設備投資（6,000千円）であり、主な減少は、減価償却費（4,959千円）で

ある。 

４  期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であ

る。また、その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額である。た

だし、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考

えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によって

いる。 

  

また、賃貸等不動産に関する損益は、次のとおりである。 

(注) １  賃貸収益及び賃貸費用は、賃貸収益とこれに対応する費用（減価償却費、租税公課、保険料等）であり、

それぞれ「売上高」及び「売上原価」等に計上している。 

２  前連結会計年度のその他のその他（売却損益等）は、減損損失であり「特別損失」に計上している。 

  

 

    (単位：千円) 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日)

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日)

商業施設 
連結貸借対照表計上額 

期首残高 16,469,359 16,120,134 

期中増減額 △349,225 △327,239 

期末残高 16,120,134 15,792,895 

期末時価 18,683,000 18,861,000 

その他 
連結貸借対照表計上額 

期首残高 580,516 377,356 

期中増減額 △203,160 1,040 

期末残高 377,356 378,396 

期末時価 355,466 349,311 
 

    (単位：千円) 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日)

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日)

商業施設 

賃貸収益 2,368,358 2,382,201 

賃貸費用 1,392,830 1,416,107 

差額 975,528 966,093 

その他(売却損益等) ― ― 

その他 

賃貸収益 21,983 16,796 

賃貸費用 12,857 8,390 

差額 9,126 8,405 

その他(売却損益等) △528 ― 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当

社取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

ある。 

当社グループは、当社にアパレルファッション・ユニフォーム事業本部、ヘルスケア事業本部、不動産本部及

び経営管理本部を置き、各本部は国内及び在外連結子会社との密接な協力関係のもとに国内及び海外販売の包括

的な戦略を立案し、事業活動を展開している。 

したがって、当社グループは、当社各本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、

「繊維・アパレル事業」、「不動産事業」及び「ヘルスケア事業」の３つを報告セグメントとしている。 

「繊維・アパレル事業」は、衣料品・ユニフォーム等の製造・販売をしている。「不動産事業」は、商業施設

の運営・管理及び不動産賃貸を行っている。「ヘルスケア事業」は、寝装品等の製造・販売をしている。 

平成26年２月に大東紡寝装株式会社を吸収合併のうえ新たにヘルスケア事業本部を設立したことから、当連結

会計年度より、事業セグメントの区分方法を見直し、報告セグメントを従来の「繊維・アパレル事業」「不動産

事業」から、「繊維・アパレル事業」「不動産事業」「ヘルスケア事業」に変更している。 

なお、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成しており、「３．報告セグ

メントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報」の前連結会計年度に記載してい

る。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と同一である。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいている。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

  

 

    (単位：千円) 

  

報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

連結財務諸表
計上額 
(注)２ 繊維・アパレ

ル事業 
不動産事業 

ヘルスケア 
事業 

合計 

売上高             

  外部顧客への売上高 4,272,874 2,390,342 885,619 7,548,836 ― 7,548,836 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

120 4,031 ― 4,152 △4,152 ― 

計 4,272,995 2,394,373 885,619 7,552,988 △4,152 7,548,836 

セグメント利益又は損失(△) △145,130 914,686 28,928 798,484 △421,200 377,283 

セグメント資産 2,018,090 17,241,355 356,133 19,615,579 1,163,107 20,778,686 

その他の項目             

  減価償却費 53,065 426,080 1,670 480,816 2,968 483,784 

減損損失 13,148 ― ― 13,148 528 13,677 

持分法適用会社への投資額 531,784 ― ― 531,784 ― 531,784 

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額 

2,274 51,641 568 54,483 6,652 61,136 
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当連結会計年度(自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日) 

(注) １  調整額の内容は以下のとおりである。 

※全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費である。 
  

※全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない現金及び預金である。 
  

※有形固定資産及び無形固定資産の増加額は、管理部門の設備投資額によるものである。 

  

２  セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っている。 

  

 

    (単位：千円) 

  

報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

連結財務諸表
計上額 
(注)２ 繊維・アパレ

ル事業 
不動産事業 

ヘルスケア 
事業 

合計 

売上高             

  外部顧客への売上高 2,727,452 2,398,997 811,023 5,937,473 ― 5,937,473 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

44 456 ― 500 △500 ― 

計 2,727,496 2,399,453 811,023 5,937,973 △500 5,937,473 

セグメント利益又は損失(△) △711,463 893,048 35,582 217,166 △449,777 △232,610 

セグメント資産 2,154,706 16,917,087 359,842 19,431,636 973,663 20,405,300 

その他の項目             

  減価償却費 5,182 432,113 2,169 439,464 4,005 443,469 

減損損失 ― ― ― ― ― ― 

持分法適用会社への投資額 593,260 ― ― 593,260 ― 593,260 

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額 

― 119,881 5,389 125,270 13,154 138,424 
 

    (単位：千円) 

セグメント利益又は損失（△） 前連結会計年度 当連結会計年度 

全社費用※ △421,200 △449,777 
 

    (単位：千円) 

セグメント資産 前連結会計年度 当連結会計年度 

全社資産※ 1,163,107 973,663 
 

    (単位：千円) 

その他の項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

減価償却費 2,968 4,005 

減損損失 528 ― 

有形固定資産及び無形固定資産の増加額※ 6,652 13,154 
 

－　58　－



【関連情報】 

前連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略している。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

（単位：千円） 

  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略している。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高で連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるものはな

い。 

  

当連結会計年度(自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日) 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略している。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略している。 

  
(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略している。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高で連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるものはな

い。 

  

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略している。 

  

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

該当事項なし。 

  

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項なし。 

  

 

日本 海外 合計 

6,644,286 904,549 7,548,836 
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【関連当事者情報】 

前連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

該当事項なし。 

  

当連結会計年度(自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日)  

該当事項なし。 

  

(１株当たり情報) 

（注）１ 当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載していない。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

２ １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

１株当たり純資産額       147.98円             138.65円 

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純

損失金額（△） 
    0.93円         △21.52円 

 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△）(千円) 27,966 △644,117 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益又は普通株式に係る当

期純損失（△）(千円) 
27,966 △644,117 

普通株式の期中平均株式数(株) 29,934,426 29,934,203 
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⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

（注）１．「当期末残高」欄の（内書）は、１年内償還予定の金額である。 

２．連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １  平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。 

２  リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各連結会計年度

に配分しているため、記載していない。 

３  「１年以内に返済予定の長期借入金」は連結貸借対照表の「短期借入金」に含めて表示している。 

４  「１年以内に返済予定のリース債務」は連結貸借対照表の流動負債の「その他」に含めて表示している。 

５  「１年以内に返還予定の預り保証金」は連結貸借対照表の流動負債の「その他」に含めて表示している。 

６  上記以外に無利子の預り保証金（１年超）が当期首は2,449,651千円、当期末は2,112,353千円である。 

７  長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債（１年以内に返済及び返還予定のものを除く。）の連

結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額 
  

  

 

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

利率 
(％) 

担保 償還期限 

大東紡織㈱ 第１回無担保社債 
平成24年 
１月31日 

300,000 ― 0.6 無担保社債 
平成27年 
１月30日 

大東紡織㈱ 第２回無担保社債 
平成25年 
９月30日 

200,000 
100,000 
(100,000)

0.5 無担保社債 
平成28年 
３月31日 

大東紡織㈱ 第３回無担保社債 
平成27年 
２月５日 

― 300,000 0.3 無担保社債 
平成30年 
２月５日 

合計 ― ― 500,000 
400,000 
(100,000)

― ― ― 

 

１年以内 
(千円) 

１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内 
(千円) 

３年超４年以内 
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

100,000 ― 300,000 ― ― 
 

区分 
当期首残高 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 540,000 540,000 2.5 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 
(注)３ 

1,752,904 2,531,640 2.8 ― 

１年以内に返済予定のリース債務 
(注)４ 

24,588 26,359 ― ― 

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く。) 

5,762,776 5,083,856 3.1 平成28年～33年 

リース債務(１年以内に返済予定の
ものを除く。) 

220,007 204,901 ― 平成28年～36年 

その他有利子負債         

１年以内に返還予定の預り保証金 
(注)５ 

60,199 60,199 2.0 ― 

預り保証金(１年超)(注)６ 463,750 403,550 2.0 平成28年～38年 

合計 8,824,225 8,850,506 ― ― 
 

  
１年超２年以内 

(千円) 
２年超３年以内 

(千円) 
３年超４年以内 

(千円) 
４年超５年以内 

(千円) 

長期借入金 2,251,256 2,164,560 571,560 71,560 

リース債務 26,359 26,359 25,526 22,296 

その他有利子負債 60,200 43,330 43,330 43,330 
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【資産除去債務明細表】 

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会計

年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略している。 

  

(2) 【その他】 

当連結会計年度における四半期情報等 

  

  

  

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度 

売上高(千円) 1,184,245 2,812,828 4,514,082 5,937,473 

税金等調整前四半期純損
失金額(△)(千円) 

△225,379 △138,691 △199,310 △615,201 

四半期純損失金額(△)
(千円) 

△230,660 △152,416 △220,790 △644,117 

１株当たり四半期純損失
金額(△)(円) 

△7.71 △5.09 △7.38 △21.52 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

１株当たり四半期純利益
金額又は１株当たり四半
期純損失金額(△)(円) 

△7.71 2.61 △2.28 △14.14 
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２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

 

                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 ※１  537,303 ※１  287,360 

    受取手形 54,268 74,372 

    売掛金 1,179,603 628,460 

    たな卸資産 ※２  401,585 ※２  467,401 

    前渡金 61 5 

    前払費用 18,872 26,905 

    その他 10,067 27,394 

    貸倒引当金 △3,110 △760 

    流動資産合計 2,198,652 1,511,140 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物 11,930,541 11,980,938 

        減価償却累計額 △5,039,840 △5,366,811 

        建物（純額） ※１  6,890,701 ※１  6,614,126 

      構築物 916,237 916,237 

        減価償却累計額 △720,613 △750,222 

        構築物（純額） ※１  195,624 ※１  166,015 

      機械及び装置 84,044 84,044 

        減価償却累計額 △79,837 △79,842 

        機械及び装置（純額） 4,206 4,202 

      工具、器具及び備品 322,101 318,360 

        減価償却累計額 △298,987 △292,762 

        工具、器具及び備品（純額） 23,114 25,598 

      土地 ※１  9,447,123 ※１  9,447,123 

      リース資産 306,191 318,695 

        減価償却累計額 △72,996 △97,612 

        リース資産（純額） 233,194 221,082 

      有形固定資産合計 16,793,966 16,478,149 

    無形固定資産     

      ソフトウエア 3,942 13,970 

      その他 2,459 2,164 

      無形固定資産合計 6,402 16,134 
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                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 ※１  269,390 ※１  290,297 

      関係会社株式 66,656 66,656 

      出資金 178,483 178,383 

      関係会社出資金 436,987 436,987 

      関係会社長期貸付金 1,786,655 2,012,716 

      関係会社長期未収入金 － 591,603 

      破産更生債権等 83,354 83,256 

      長期前払費用 67,264 45,495 

      その他 91,733 81,159 

      貸倒引当金 △1,699,612 △2,652,602 

      投資その他の資産合計 1,280,912 1,133,954 

    固定資産合計 18,081,281 17,628,238 

  資産合計 20,279,933 19,139,378 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形 432,435 334,952 

    買掛金 450,603 477,385 

    短期借入金 ※１  540,000 ※１  540,000 

    1年内償還予定の社債 ※１  400,000 ※１  100,000 

    1年内返済予定の長期借入金 ※１  1,752,904 ※１  2,531,640 

    リース債務 23,658 26,359 

    未払金 33,119 64,653 

    未払費用 42,916 43,611 

    未払法人税等 24,643 13,134 

    繰延税金負債 19 － 

    前受金 25,888 27,915 

    預り金 ※１  243,150 ※１  246,578 

    賞与引当金 21,930 24,790 

    その他 10,423 13,650 

    流動負債合計 4,001,693 4,444,670 

  固定負債     

    社債 ※１  100,000 ※１  300,000 

    長期借入金 ※１  5,762,776 ※１  5,083,856 

    リース債務 220,007 204,901 

    長期預り保証金 ※1,※3  2,773,429 ※1,※3  2,529,008 

    繰延税金負債 7,405 16,247 

    再評価に係る繰延税金負債 2,575,563 2,334,259 

    退職給付引当金 201,598 243,969 

    関係会社支援損失引当金 145,500 － 

    資産除去債務 43,340 42,024 

    固定負債合計 11,829,620 10,754,268 

  負債合計 15,831,313 15,198,939 
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                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 1,500,000 1,500,000 

    資本剰余金     

      資本準備金 503,270 503,270 

      その他資本剰余金 104 104 

      資本剰余金合計 503,375 503,375 

    利益剰余金     

      利益準備金 375,000 375,000 

      その他利益剰余金     

        繰越利益剰余金 △2,555,960 △3,325,900 

      利益剰余金合計 △2,180,960 △2,950,900 

    自己株式 △6,989 △7,012 

    株主資本合計 △184,574 △954,537 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 4,916 26,078 

    繰延ヘッジ損益 34 △648 

    土地再評価差額金 4,628,242 4,869,546 

    評価・換算差額等合計 4,633,194 4,894,976 

  純資産合計 4,448,619 3,940,439 

負債純資産合計 20,279,933 19,139,378 
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② 【損益計算書】 
 

                      (単位：千円) 

                    前事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高     

  商品売上高 2,915,173 3,548,582 

  営業賃貸及び役務収入 1,534,845 1,526,553 

  売上高合計 ※１  4,450,019 ※１  5,075,136 

売上原価     

  商品売上原価     

    商品期首たな卸高 223,347 401,585 

    当期商品仕入高 2,856,330 3,340,967 

    合計 3,079,678 3,742,552 

    他勘定振替高 ※２  535 ※２  3,392 

    商品期末たな卸高 401,585 467,401 

    商品売上原価 2,677,556 3,271,759 

  営業賃貸及び役務原価 607,038 619,039 

  売上原価合計 3,284,595 3,890,799 

売上総利益 1,165,423 1,184,336 

販売費及び一般管理費 ※３  781,129 ※３  846,350 

営業利益 384,294 337,985 

営業外収益     

  受取利息 ※１  18,696 ※１  10,036 

  受取配当金 4,886 4,947 

  仕入割引 2,198 2,040 

  その他 3,107 701 

  営業外収益合計 28,889 17,726 

営業外費用     

  支払利息 289,760 262,400 

  貸倒引当金繰入額 45,289 805,140 

  退職給付会計基準変更時差異の処理額 24,594 24,594 

  その他 10,019 18,909 

  営業外費用合計 369,664 1,111,044 

経常利益又は経常損失（△） 43,520 △755,331 

特別損失     

  減損損失 528 － 

  特別損失合計 528 － 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 42,991 △755,331 

法人税、住民税及び事業税 29,816 15,486 

法人税等調整額 △732 △877 

法人税等合計 29,084 14,608 

当期純利益又は当期純損失（△） 13,907 △769,940 
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【営業賃貸及び役務原価明細書】 

  

(注)  租税公課の主なものは固定資産税である。 

  

 

    
前事業年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

１．租税公課   151,714 25.0 153,363 24.8 

２．減価償却費   421,029 69.4 432,473 69.8 

３．その他の原価   34,294 5.6 33,202 5.4 

営業賃貸及び役務原価   607,038 100.0 619,039 100.0 
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③ 【株主資本等変動計算書】 

  前事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

  

  

  

 

(単位：千円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本準備金 
その他資本

剰余金 

資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益 

剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 1,500,000 503,270 104 503,375 375,000 △2,570,174 △2,195,174 △6,971 △198,770 

当期変動額                   

当期純利益           13,907 13,907   13,907 

自己株式の取得               △18 △18 

土地再評価差額金の

取崩 
          307 307   307 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額） 
                  

当期変動額合計 － － － － － 14,214 14,214 △18 14,196 

当期末残高 1,500,000 503,270 104 503,375 375,000 △2,555,960 △2,180,960 △6,989 △184,574 
 

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価

差額金 

評価・換算

差額等合計

当期首残高 10,391 67 4,628,550 4,639,009 4,440,239 

当期変動額           

当期純利益         13,907 

自己株式の取得         △18 

土地再評価差額金の

取崩 
        307 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 

△5,475 △33 △307 △5,815 △5,815 

当期変動額合計 △5,475 △33 △307 △5,815 8,380 

当期末残高 4,916 34 4,628,242 4,633,194 4,448,619 
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  当事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 

  

  

  

 

(単位：千円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本準備金 
その他資本

剰余金 

資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益 

剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 1,500,000 503,270 104 503,375 375,000 △2,555,960 △2,180,960 △6,989 △184,574 

当期変動額                   

当期純損失（△）           △769,940 △769,940   △769,940 

自己株式の取得               △22 △22 

土地再評価差額金の

取崩 
                － 

株主資本以外の項目

の 当 期 変動額（純

額） 
                  

当期変動額合計 － － － － － △769,940 △769,940 △22 △769,962 

当期末残高 1,500,000 503,270 104 503,375 375,000 △3,325,900 △2,950,900 △7,012 △954,537 
 

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価

差額金 

評価・換算

差額等合計

当期首残高 4,916 34 4,628,242 4,633,194 4,448,619 

当期変動額           

当期純損失（△）         △769,940 

自己株式の取得         △22 

土地再評価差額金の

取崩 
        － 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 

21,161 △682 241,303 261,782 261,782 

当期変動額合計 21,161 △682 241,303 261,782 △508,180 

当期末残高 26,078 △648 4,869,546 4,894,976 3,940,439 
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【注記事項】 

(重要な会計方針) 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(3) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

２．デリバティブの評価基準 

時価法 

  

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

  

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

営業用賃貸資産及び同関連資産は主として定額法だが一部定率法によっている。その他の有形固定資産について

は定率法によっている。 

なお、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、全て定額法を採用している。 

また、主な耐用年数は以下のとおりである。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用している。 

なお、ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づいている。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

(4) 長期前払費用 

役務の提供を受ける期間に応じて償却する方法を採用している。 

  

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。 

  

６．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上している。 

 

建物 ６～47年

構築物 ３～30年
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(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額に基づき計上している。 

なお、退職給付債務の算定は簡便法によっている。 

会計基準変更時差異は、15年による按分額を費用処理している。 

  

７．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用している。 

なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理

の要件を満たしている場合は特例処理を採用している。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

(3) ヘッジ方針 

為替及び金利等相場変動に伴うリスクの軽減、資金調達コストの低減を目的に通貨及び金利に係るデリバティブ

取引を行っている。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を半期ごとに比較

し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価している。ただし、特例処理によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省略している。 

  

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る会計基準変更時差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表における会計処理の方法と異

なっている。 

(2) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっている。 

  

(表示方法の変更) 

(損益計算書関係) 

前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「仕入割引」は、営業外収益の総額の100分の10

を超えたため、当事業年度より独立掲記することとした。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務

諸表の組替えを行っている。 

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた5,306千円は、「仕入

割引」2,198千円、「その他」3,107千円として組み替えている。 

 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

金利スワップ 長期借入金 

為替予約 外貨建債権債務 
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(貸借対照表関係) 

※１  担保資産 

  

  

担保対応債務 

  

  

※２  たな卸資産の内訳 

  

  

※３  関係会社に対する資産及び負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりである。 

  

  

４  受取手形割引高 

  

  

 

  
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

現金及び預金(預金)        80,000千円        80,000千円 

建物 6,865,098千円          6,555,118千円 

構築物 195,208千円       165,728千円 

土地 9,420,692千円        9,420,692千円 

投資有価証券 159,508千円       190,080千円 

    計 16,720,508千円         16,411,619千円 
 

  
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

短期借入金       540,000千円       540,000千円 

１年内償還予定の社債 400,000千円       100,000千円 

１年内返済予定の長期借入金 1,719,580千円         2,498,316千円 

預り金(１年内返還予定の預り保
証金) 

88,833千円      88,833千円 

社債 100,000千円       300,000千円 

長期借入金 5,721,093千円        5,075,497千円 

長期預り保証金 981,633千円       892,800千円 

    計 9,551,139千円        9,495,446千円 
 

  
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

商品 401,585千円 467,401千円 
 

  
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

長期預り保証金 1,738,419千円        1,583,551千円 
 

  
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

  47,817千円 54,350千円 
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(損益計算書関係) 

※１  関係会社との取引にかかるもの 

  

  

※２  他勘定振替高は、販売見本等商品の自家消費高である。 

  

※３  販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度42％、当事業年度42％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度58％、当事業年度58％である。 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。 

  

  

(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社株

式及び関連会社株式の時価を記載していない。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は次のと

おりである。 

  

 

  
前事業年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

売上高 2,006,712千円        1,935,079千円 

受取利息 18,598千円      10,014千円 
 

  
前事業年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

給料 271,786千円 294,409千円 

賞与引当金繰入額 21,930千円 24,790千円 

退職給付費用 16,518千円 18,511千円 

減価償却費 4,028千円 6,277千円 

賃借料 77,254千円 85,800千円 
 

    (単位：千円) 

区分 
前事業年度 

（平成26年３月31日） 
当事業年度 

（平成27年３月31日） 

子会社株式 30,000 30,000 

関連会社株式 36,656 36,656 

計 66,656 66,656 
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(税効果会計関係) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(1) 流動の部 

  

  

(2) 固定の部 

  

  

 

  
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

繰延税金資産     

たな卸資産評価損 16,859千円      14,354千円 

賞与引当金 7,815千円     8,195千円 

その他 3,702千円     4,375千円 

繰延税金資産小計 28,378千円      26,925千円 

評価性引当額 △28,378千円       △26,925千円 

繰延税金資産合計 －千円 －千円 

繰延税金負債     

繰延ヘッジ損益 △19千円      －千円 

繰延税金負債合計 △19千円 －千円 

繰延税金負債の純額 △19千円 －千円 
 

  
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

繰延税金資産     

関係会社株式評価損 3,563千円     3,230千円 

減損損失 47,763千円      42,589千円 

貸倒引当金 603,119千円       874,948千円 

退職給付引当金 71,847千円      78,802千円 

関係会社支援損失引当金 51,854千円 －千円 

繰越欠損金 398,329千円       324,861千円 

その他 15,481千円     14,254千円 

繰延税金資産小計 1,191,960千円        1,338,686千円 

評価性引当額 △1,191,960千円         △1,338,686千円 

繰延税金資産合計 －千円  －千円 

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △2,722千円      △12,442千円 

有形固定資産(資産除去費用) △4,683千円      △3,805千円 

繰延税金負債合計 △7,405千円     △16,247千円 

繰延税金負債の純額 △7,405千円      △16,247千円 

再評価に係る繰延税金負債     

土地再評価差額金 △2,575,563千円         △2,334,259千円 
 

－　74　－



２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

  

３．法人税等の税率の変更による繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27

年法律第２号）が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金負債の計算（ただし、平成27年

４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の35.6％から、回収又は支払が見込ま

れる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは33.1％、平成28年４月１日以降のものについては

32.3％にそれぞれ変更されている。 

その結果、繰延税金負債の金額が1,667千円、再評価に係る繰延税金負債が241,303千円それぞれ減少し、当事業年

度に計上された法人税等調整額が381千円、その他有価証券評価差額金が1,286千円、土地再評価差額金が241,303千円

それぞれ増加している。 

  
(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

 

  
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

法定実効税率      38.0％          35.6％ 

(調整)     

交際費等永久に損金に算入されない項目     32.5％     △2.2％ 

住民税均等割額      8.2％      △0.6％ 

評価性引当額の増減      △8.5％     △34.8％ 

過年度法人税 4.5％    △0.0％ 

合併による影響額 △10.8％ －％ 

適用税率差異     3.9％     △0.1％ 

その他     △0.1％     0.1％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率      67.7％      △1.9％ 
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④ 【附属明細表】 

【有形固定資産等明細表】 

(注) １．「当期末残高」欄の（ ）は内数で、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に

基づき、事業用の土地の再評価を行った当該再評価差額である。 

２．有形固定資産の当該事業年度における増加額及び減少額がいずれも当該事業年度末における有形固定資産

の総額の５％以下であるため「当期首残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略している。 

３．無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「当期首残高」「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略している。 
  

【引当金明細表】 

  

（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額2,350千円及

び債権回収による取崩額10千円である。 

２．関係会社支援損失引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、貸倒引当金への振替による取崩額で

ある。 
  

(2) 【主な資産及び負債の内容】 

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

(3) 【その他】 

該当事項なし。 

 

資産の種類 
当期首残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
(千円) 

当期償却額 
(千円) 

差 引 当 期
末残高 
(千円) 

有形固定資産               

建物 ― ― ― 11,980,938 5,366,811 372,639 6,614,126 

構築物 ― ― ― 916,237 750,222 29,609 166,015 

機械及び装置 ― ― ― 84,044 79,842 4 4,202 

工具、器具及び備品 ― ― ― 318,360 292,762 8,186 25,598 

土地 ― ― ― 
9,447,123 
(7,203,805)

― ― 9,447,123 

リース資産 ― ― ― 318,695 97,612 24,615 221,082 

有形固定資産計 ― ― ― 
23,065,400 
(7,203,805)

6,587,250 435,055 16,478,149 

無形固定資産               

ソフトウエア ― ― ― 21,332 7,362 3,088 13,970 

その他 ― ― ― 3,928 1,763 295 2,164 

無形固定資産計 ― ― ― 25,261 9,126 3,383 16,134 

長期前払費用 166,204 739 506 166,437 120,941 22,508 45,495 
 

区分 
当期首残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額 
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 1,702,722 953,000 ― 2,360 2,653,362 

賞与引当金 21,930 24,790 21,930 ― 24,790 

関係会社支援損失引当金 145,500 ― ― 145,500 ― 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

(注) 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の

規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを

受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有していない。 

  

  

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 
３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
(特別口座) 
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行㈱ 証券代行部 

  株主名簿管理人 
(特別口座) 
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行㈱ 

  取次所 ――――― 

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による
公告をすることができない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載して行う。 
公告掲載ＵＲＬ 
http://www.daitobo.co.jp/ 

株主に対する特典 特になし 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

  

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

事業年度（第194期）（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）平成26年６月25日関東財務局長に提出 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類 

平成26年６月25日関東財務局長に提出 

(3) 四半期報告書及び確認書 

（第195期第１四半期）（自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日）平成26年８月12日関東財務局長に提出 

（第195期第２四半期）（自  平成26年７月１日  至  平成26年９月30日）平成26年11月12日関東財務局長に提出 

（第195期第３四半期）（自  平成26年10月１日  至  平成26年12月31日）平成27年２月12日関東財務局長に提出 

(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基づ

く臨時報告書 

平成26年６月26日関東財務局長に提出 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項なし。 

  

 

－　79　－



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 
  

大東紡織株式会社 

  

  

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大東紡織株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。 

  

連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大

東紡織株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 

 

平成27年６月25日
 

取締役会  御中 
 

有限責任監査法人トーマツ   
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    由    水    雅    人    印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    中    島    達    弥    印 
 



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、大東紡織株式会社の平成27年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  

内部統制報告書に対する経営者の責任 

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。 

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、大東紡織株式会社が平成27年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 
  

  

 

  

(注) １  上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管している。 

２  XBRLデータは監査の対象には含まれていない。 
 



独立監査人の監査報告書 
  

大東紡織株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大東紡織株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第195期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。 

  

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大東紡

織株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 
  

 

 

平成27年６月25日
 

取締役会  御中 
 

有限責任監査法人トーマツ   
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    由    水    雅    人    印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    中    島    達    弥    印 
 

  

(注) １  上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管している。 

２  XBRLデータは監査の対象には含まれていない。 
 




